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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第133期 第134期 第135期 第136期 第137期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

(1) 連結経営指標等 　 　 　 　 　

営業収益 (百万円) 21,990 26,521 25,927 32,018 33,845

経常利益 (百万円) 6,019 8,789 8,865 9,105 9,270

当期純利益 (百万円) 3,964 4,989 5,489 4,269 4,998

純資産額 (百万円) 97,417 109,791 115,373 112,760 111,694

総資産額 (百万円) 237,945 249,870 248,089 243,705 253,251

１株当たり純資産額 (円) 834.57 940.85 989.14 959.45 948.68

１株当たり当期純利益 (円) 33.57 42.38 47.07 36.60 42.85
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.94 43.94 46.51 45.92 43.69

自己資本利益率 (％) 4.09 4.82 4.88 3.76 4.49

株価収益率 (倍) 25.32 32.21 35.76 25.68 18.41
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,220 13,936 9,621 13,561 6,799

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △22,529 △8,988 △3,451 △8,609 △11,994

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △604 △4,785 △6,879 △3,250 5,057

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,091 2,253 1,543 3,245 3,174

従業員数 (人) 765 778 770 1,960 2,059

(2) 提出会社の経営指標等 　 　 　 　 　

営業収益 (百万円) 19,834 24,353 23,849 24,423 24,175

経常利益 (百万円) 5,636 8,463 8,595 8,708 8,565

当期純利益 (百万円) 3,726 4,799 4,694 6,639 4,783

資本金 (百万円) 12,227 12,227 12,227 12,227 12,227

発行済株式総数 (千株) 116,851 116,851 116,851 116,851 116,851

純資産額 (百万円) 98,056 110,245 113,200 112,105 110,618

総資産額 (百万円) 238,012 249,987 247,602 241,076 250,334

１株当たり純資産額 (円) 840.10 944.78 970.51 961.14 948.41
１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
7.00
(3.50)

9.00
(4.50)

9.50
(4.50)

10.00
(5.00)

11.00
(5.50)

１株当たり当期純利益 (円) 31.58 40.78 40.24 56.92 41.01
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.20 44.10 45.72 46.50 44.19

自己資本利益率 (％) 3.82 4.61 4.20 5.89 4.30

株価収益率 (倍) 26.91 33.48 41.82 16.51 19.24

配当性向 (％) 22.16 22.07 23.61 17.57 26.82

従業員数 (人) 60 56 54 56 46
(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、第135期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

　

大正12年10月大阪商船株式会社、宇治川電気株式会社並びに日本電力株式会社の三社共同出資に

より株式会社大阪ビルヂング(資本金300万円)を設立

大正14年９月 大阪市北区中之島にダイビル本館完工

昭和２年７月 東京都千代田区内幸町に日比谷ダイビル１号館完工

昭和６年４月 日比谷ダイビル１号館に隣接して２号館完工

昭和12年７月 ダイビル本館に隣接して新館完工

昭和20年10月大阪建物株式会社に社名変更

昭和25年12月大阪証券取引所上場

昭和33年４月 大阪市北区堂島浜に新ダイビル南館完工

昭和38年10月新ダイビル北館完工

昭和43年６月 東京都中央区京橋に八重洲ダイビル完工

昭和50年３月 大阪市中央区南久宝寺町の御堂筋ダイビルを購入

昭和51年９月 東京都千代田区麹町に麹町ダイビル完工

昭和58年１月 東京都千代田区内幸町に内幸町ダイビル完工

昭和58年12月東京証券取引所第一部上場

昭和59年９月 大阪市北区堂島浜に堂島ダイビル完工

昭和61年５月 大阪市中央区淡路町に淡路町ダイビル完工

昭和61年９月 東京都港区三田に三田日東ダイビル完工

平成元年10月 日比谷ダイビル建て替え第一期工事完了、新ビル完工

平成３年11月 日比谷ダイビル第二期工事完工

平成４年１月 ダイビル株式会社に社名変更

平成９年１月 大阪市北区中津に北梅田ダイビル完工

平成９年２月 大阪市中央区高麗橋に淀屋橋ダイビル完工

平成12年２月 東京都新宿区新宿の新宿ダイビル(新宿アルタ館)を購入

平成12年５月 大阪市北区梅田に梅田ダイビル完工

平成13年２月 東京都港区芝の芝ダイビルを購入

平成16年10月株式会社商船三井の当社株式公開買付けにより、同社が当社の親会社となる

平成17年３月 東京都港区虎ノ門の商船三井ビルディング（虎ノ門ダイビル）を購入

　 東京都千代田区外神田に秋葉原ダイビル完工

平成19年７月 商船三井興産株式会社（連結子会社）を子会社化

平成21年３月 大阪市北区中之島に中之島ダイビル完工
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び連結子会社）が営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業に係る位

置付けは、次のとおりであります。なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。（平成21年３月

31日現在）

＜土地建物賃貸事業＞ ダイビル㈱(以下「提出会社」という。)および商船三井興産㈱(連結子会

社)が所有するオフィスビル、ホテル、マンション等を賃貸しております。

また、商船三井興産㈱は、㈱商船三井(親会社)からビルを賃借し、これを転

貸しております。

＜ビル管理事業＞ 提出会社が所有するビルおよび提出会社が所有する以外のビル等につい

て、商船三井興産㈱を中心として、興産管理サービス㈱(連結子会社)、興産

管理サービス・西日本㈱(連結子会社)およびダイビル・ファシリティ・

マネジメント㈱(連結子会社)がビル管理業務を請負っております。

＜その他事業＞ 提出会社、商船三井興産㈱およびダイビル・ファシリティ・マネジメント

㈱は建築、設備の設計監理・請負工事・工事管理を行っております。

以上に述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。

　

　

(注)　提出会社の連結子会社であった㈱ヒューテックサービス及び㈱エスカは、平成20年７月１日をもって㈱ヒュー

テックサービスを存続会社とし、合併後の名称を興産管理サービス㈱として合併いたしました。また、提出会社の

連結子会社であった関西建物管理㈱および三都建物サービス㈱は、平成20年11月１日をもって関西建物管理㈱を

存続会社とし、合併後の名称を興産管理サービス・西日本㈱として合併いたしました。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の被所有
割合(％)

関係内容

㈱商船三井 大阪市北区 65,400海運業
51.1
(0.0)

当社所有ビルの賃借等をし
ております。
役員の兼任等
兼任　３名
転籍　２名

(注) １　有価証券報告書を提出しております。

２　議決権の被所有割合の（　）内は、間接所有割合であり、内数を記載しております。

　

(2) 連結子会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

商船三井興産㈱（※２） 大阪市北区 300ビル管理事業 51.0

当社所有のビル及びマン
ションを管理しております。
役員の兼任等
兼任　３名
転籍　１名

ダイビル・ファシリティ・
マネジメント㈱

大阪市北区 17ビル管理事業
100.0
(49.0)

当社所有のビルを管理して
おります。
役員の兼任等
兼任　４名

興産管理サービス㈱ 東京都中央区 20ビル管理事業
100.0
(100.0)

当社所有のビルを管理して
おります。
役員の兼任等
兼任　１名
転籍　１名

興産管理サービス・西日本㈱ 大阪市北区 14ビル管理事業
100.0
(100.0)

当社所有のビルを管理して
おります。
当社が資金の貸付をしてお
ります。
役員の兼任等
兼任　２名
転籍　１名

(注) 　１　議決権の所有割合の(　)内は間接所有割合であり、内数を記載しております。

※２　商船三井興産㈱は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超え

ており、主要な損益情報は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　（１）売上高　　　9,836百万円

　　　　　　　　　　（２）経常利益　　　468百万円

　　　　　　　　　　（３）当期純利益　　291百万円

　　　　　　　　　　（４）純資産額　　1,718百万円

　　　　　　　　　　（５）総資産額　　2,943百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

区分
土地建物
賃貸事業

ビル管理事業 その他事業 全社(共通) 合計

従業員数(人) 28 1,957 15 59 2,059

(注)　従業員数は就業人数であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

46 37.3 11.5 9,062

(注) １　従業員数は就業人数で関係会社からの出向者１名を含み、関係会社への出向者27名を含んでおりません。

２　従業員数が前事業年度末に比べ10名減少しておりますが、主として連結子会社への出向によるものでありま

す。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、米国の金融機関破たんを発端とする世界経済の減速が深刻化してい

ることを背景に、輸出、生産ならびに企業収益とも大幅に減少し、個人消費も弱まるなど景気は急速に悪

化いたしました。

　オフィスビル業界におきましても、景気後退を反映して、主要都市の空室率に上昇傾向が見られ、賃料水

準も弱含みで推移するなど市況は厳しさを増しており、先行きが懸念されることろであります。

　こうした状況の下で、当社グループは積極的な営業活動を展開する一方、既存ビルのリニューアル工事

を実施するなどテナントサービスの一層の向上に努めました結果、全体として高水準の入居状況を確保

することができました。

　また、平成18年10月より建設を進めてまいりました「中之島ダイビル」（大阪市北区、地上35階、地下２

階、延床面積79,543㎡）は当初計画どおり本年３月末に完成し、ほぼ満室にて稼働いたします。

　なお、「中之島ダイビル」に続く大型プロジェクトとして進めております「土佐堀ダイビル」（大阪市

西区、地上17階、地下１階、延床面積約37,000㎡）は本年７月竣工に向けて工事は順調に進捗しておりま

す。

　以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、営業収益は33,845百万円と1,827百万円（前連結会

計年度比5.7％）の増収、営業利益は9,984百万円と120百万円（前連結会計年度比1.2％）の増益となり

ました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

① 土地建物賃貸事業

営業収益は23,428百万円と51百万円（前連結会計年度比0.2％）の増収となりました。費用面では、

諸経費の削減に努めましたが、期末において「中之島ダイビル」の竣工に伴う不動産取得税を計上し

たこと等により、営業利益は10,237百万円と267百万円（前連結会計年度比2.6％）の減益となりまし

た。

　

② ビル管理事業

平成19年７月の商船三井興産㈱の子会社化による効果が期初から寄与したことにより、営業収益は

8,736百万円と1,884百万円（前連結会計年度比27.5％）の増収、営業利益は824百万円と235百万円

（前連結会計年度比40.0％）の増益となりました。　

　

③ その他事業

工事請負高が減少したこと等により、営業収益は1,681百万円と109百万円（前連結会計年度比

6.1％）の減収となりましたが、営業利益は163百万円と64百万円（前連結会計年度比65.4％）の増益

となりました。

　

営業外損益では、金融収支が改善したこと等により、経常利益は9,270百万円と164百万円（前連結会

計年度比1.8％）の増益となりました。

　特別損失として、前連結会計年度においては、投資有価証券評価損、建替関連損失、固定資産売却損お

よび固定資産除却損計1,187百万円を計上したのに対して、当連結会計年度においては、建替関連損失、

過年度退職給付費用、投資有価証券評価損および固定資産除却損計825百万円を計上いたしました。

　この結果、当期純利益は4,998百万円と729百万円（前連結会計年度比17.1％）の増益となりました。

　

(注) １　事業の種類別セグメントの業績の営業収益については、セグメント間の内部取引を含んでおりません。

２　所在地別セグメントについては、作成しておりませんので、業績の記載を省略しております。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は3,174百万円となり、前連結

会計年度末に比べて71百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のと

おりであります。　

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、6,799百万円の収入となりました。

税金等調整前当期純利益は増加いたしましたが、法人税等の支払額が大きく増加したため、得られた資

金は前連結会計年度に比べて6,762百万円減少いたしました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、11,994百万円の支出となりました。

これは主に、「中之島ダイビル」、「土佐堀ダイビル」の建設工事および既存ビルのリニューアル工事

等による有形固定資産の取得による支出でありますが、使用した資金は前連結会計年度に比べて3,384

百万円増加いたしました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入等により

5,057百万円の収入となり、得られた資金は前連結会計年度に比べ8,307百万円増加いたしました。
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２ 【営業収益の状況】

(1) 事業の種類別セグメントごとの営業収益

当連結会計年度における営業収益を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

土地建物賃貸事業 23,510 0.3

ビル管理事業 10,506 24.5

その他事業 1,691 △5.9

小計 35,707 6.0

消去又は全社 （1,861） ―

合計 33,845 5.7

(注)　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 土地建物賃貸事業による営業収益

営業用の建物および土地の利用状況並びに運営方法は、次のとおりであります。

１) 建物

　

区分 面積又は金額(百万円) 前年同期比(％)

所有総面積 571,218㎡ 16.2

内訳 　 　

　共用面積 118,847㎡ 30.1

　自用面積 27,440㎡ 9.2

　貸付可能面積 424,930㎡ 13.3

　　内貸付面積 　 　

　　　貸室面積 349,680㎡ 10.0

　　　駐車場面積 44,463㎡ 9.7

小計 394,143㎡ 9.9

転貸面積 10,562㎡ △5.1

貸付面積合計 404,705㎡ 9.5

貸室収益(総額) 23,045 0.5

消去又は全社 （81） ―

計 22,963 0.5

(注) １　賃室収益(総額)は、当連結会計年度中に発生した室料のほか、貸室附帯収益として借室者の負担に属する電気

料、冷暖房料、清掃料等を含んでおります。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

運営方法

１　賃貸契約期間は主に２ヵ年であり、その期間満了ごとに契約を更改しております。

２　室料は主にその月分を毎月末に徴収しており、その際、借室者の負担に属する電気料、冷暖房料、清

掃料等を貸室附帯費として併せて徴収しております。

３　契約締結と同時に、敷金及び保証金を受入れております。
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２) 土地

　

区分 面積又は金額(百万円) 前年同期比(％)

所有総面積 86,604㎡ △88.9

内訳 　 　

　貸付面積 89㎡ ―

　営業用建物敷地 86,516㎡ ―

　その他の用地 ― △100.0

貸地収益(総額) 7 ―

消去又は全社 ― ―

計 7 ―

(注) １　前連結会計年度末において、その他の用地696,974㎡を所有しておりましたが、当連結会計年度において全て売

却しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３) 貸駐車場収益

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

駐車場賃貸収益 456 △10.4

消去又は全社 ― ―

計 456 △10.4

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) ビル管理事業による営業収益

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

ビル管理 7,041 24.9

マンション管理 3,231 28.2

その他 233 △17.6

小計 10,506 24.5

消去又は全社 （1,769） ―

計 8,736 27.5

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(4) その他事業による営業収益

　

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

工事請負高 1,551 △6.9

工事管理料 31 ―

不動産仲介収入 12 △42.8

その他 95 △11.7

小計 1,691 △5.9

消去又は全社 （10） ―

計 1,681 △6.1

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後のわが国経済は、企業業績の悪化や個人消費の低迷などを受け、景気の一層の後退が懸念され、当面

厳しい状況が続くものと思われます。

　オフィスビル業界におきましても、企業業績の悪化に伴う借室需要の大幅な減少が懸念され、テナントに

よるオフィスビルの選別、ビル間の優勝劣敗に拍車がかかるものと思われます。

　当社グループといたしましては、今後とも長期的に均衡の取れた拡大発展を目指し、引き続き東京、大阪の

都心部を中心に貸ビルの開発、所有および運営管理を主体とした事業を推進していく一方、海外の成長都市

への事業展開も引き続き鋭意検討していく所存であります。

　当面の重要課題として、現在進行中の「土佐堀ダイビル」プロジェクトに加えて、「ダイビル－３Ｄプロ

ジェクト」で予定する「中之島ダイビル・ウエスト（仮称）」、「新・新ダイビル（仮称）」の２棟の大

規模ビル建設を着実に進めてまいります。

　また、引き続きＰＭ事業の強化を推し進め、当社のブランド、テナント誘致力とのシナジーを追求しつつコ

ストの削減を図るなど、当社グループの一層の業績向上と企業価値の増大を図っていく所存であります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績および財務状況等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のような

ものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

当社グループの主な収入は、当社グループが第三者との間で締結する賃貸借契約に基づく賃料収入であ

り、不動産の賃料収入に影響を与える主なリスクについては、以下のとおりであります。

① 不動産の稼働状況に関するリスク

オフィスビルの賃貸借契約（定期建物賃貸借契約の場合を除く）は、契約期間を２年とし、その後別

段の意志表示がない限り自動的に更新されるのが一般的です。しかし、賃貸借契約の期間満了時に契約

が更新なされない場合もあります。また、契約期間の定めにかかわらず、テナントが一定期間前の通知を

行うことにより契約を解除できることとされている場合が多く見られます。賃貸借契約の解約が増加

し、また更新がなされない場合、稼働率が低下し賃料収入が減少する可能性があります。なお、解約ペナ

ルティ条項等で、契約期間中の解約権を制限している場合でも、裁判所によって解約ペナルティが一部

減額される可能性があります。

② 賃料の減額に関するリスク

テナントが支払うべき賃料は、賃貸借契約期間中、更新時にかかわらず、賃貸人とテナントの合意によ

り減額される可能性があります。さらに、テナントが賃貸人に対し、借地借家法に基づく賃料減額請求権

を行使する可能性もあります。また、全般的に市場賃料水準が低下した場合には、新規入居テナントの賃

料が従前テナントの賃料に比べて低下するとともに、既存テナントの賃料減額の可能性も大きくなり、

賃料収入が減少する可能性があります。
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③ 災害等による建物の毀損・滅失・劣化に関するリスク

建物の全部または一部は、突発的な事故または地震や風水害等の災害により、毀損、滅失または劣化す

る可能性があります。このような場合、毀損、滅失した個所を修復するため一定期間建物が不稼働となる

ことを余儀なくされ、賃料収入が減少する可能性があります。

④ 不動産資産の偏在に関するリスク

当社グループは、東京、大阪の都心部にオフィスビルを主体として不動産資産を保有しておりますが、

それぞれの偏在する地域における地震その他の災害、稼働率の低下、賃料水準の下落等、また、オフィス

ビル市場における収益環境の変化が当社グループの収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。さら

に、総資産額に占める割合が大きい不動産に関して、地震その他の災害、稼働率の低下、賃料水準の下落

等が発生した場合、当社グループの収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑤ テナント集中に関するリスク

不動産資産のテナント数が単一または少数の場合、当該テナントの資力、退去、利用状況等により、当

該不動産資産の収益が大きく影響を受けるおそれがあります。特に、このようなテナントが賃料の減額

を要求する場合、または退去する場合には、一度に多額の資金の返還が生じ、さらに多大な空室が生じる

ため、一時的に収益等が悪化することがあります。さらに、大きな面積の新規テナントを誘致するには時

間がかかることもあるうえ、賃貸条件を緩和する場合もあり、その誘致期間と入居条件によっては、当社

グループの収益等に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

また、不動産賃料収入に関するリスク以外の主なリスクについては、以下のとおりであります。

　

① 金利の変動に関するリスク

当社グループの事業では、土地・建物等の取得、開発および改修のために設備資金を自己資金または

借入等で調達しております。有利子負債の大半は固定金利でありますが、運転資金等一部の変動金利で

調達している資金については金利の変動の影響を受けます。また、金利の変動により、将来の資金調達コ

ストが影響を受ける可能性があります。

② 資産価格の変動に関するリスク

当社グループが保有する資産（土地、建物、投資有価証券等）について、経済状況、需給関係等の要因

により資産価格が著しく変動した場合、当該資産の売却等に伴う実現損益および金融商品会計、固定資

産の減損会計に基づく会計処理等が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ9,545百万円増加し253,251百万円となりま

した。流動資産は、前連結会計年度末に比べ903百万円増加し6,005百万円となりました。また、固定資産

は、前連結会計年度末に比べ8,642百万円増加し247,245百万円となりましたが、これは主として、株式

市場の下落等により投資その他の資産が減少いたしましたが、中之島ダイビルの竣工等により有形固

定資産が増加したため差引で増加したことによるものであります。　

　当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末に比べ10,611百万円増加し、141,556百万円となりまし

たが、これは主として、新ビル建築等の設備投資により有利子負債が前連結会計年度末に比べ6,284百

万円増加したこと、および中之島ダイビルの新築工事代金の未払計上により流動負債のその他が増加

したこと等によるものであります。なお、流動負債は、前連結会計年度末に比べ11,980百万円増加し

39,876百万円となり、固定負債は、前連結会計年度末に比べ1,368百万円減少し101,680百万円となりま

した。

　当連結会計年度末の純資産は、利益剰余金は増加いたしましたが、その他有価証券評価差額金が減少

したことにより、前連結会計年度に比べ1,066百万円減少し111,694百万円となりました。　

(2) 経営成績の分析

① 営業収益

当連結会計年度の営業収益は33,845百万円と前連結会計年度に比べ1,827百万円（5.7％）の増収と

なりました。

　営業収益の69.2％を占める土地建物賃貸事業は、23,428百万円と51百万円（0.2％）の増収となりま

した。平成21年３月末の空室率は、大阪13.1％、東京0.8％、全社計8.0％であります。ただし、建替えが決

定しておりますダイビルと新ダイビルを除いた空室率は、大阪0.9％となり、全社計では0.8％となりま

す。営業収益の25.8％を占めるビル管理事業は、平成19年７月に子会社化した商船三井興産㈱の営業収

益が期初から寄与したことに伴い、8,736百万円と1,884百万円（27.5％）の増収となりました。営業収

益の5.0％を占めるその他事業は、工事請負高の減少等により1,681百万円と109百万円（6.1％）の減

収となりました。

② 営業原価、販売費及び一般管理費

当連結会計年度の営業原価は20,869百万円と前連結会計年度に比べ1,468百万円（7.6％）増加いた

しました。また。営業収益に対する営業原価の比率は61.7％と前連結会計年度に比べ1.1％増加いたし

ました。

　土地建物賃貸事業の営業原価は、修繕費および減価償却費は減少いたしましたが、中之島ダイビルの

３月末竣工に伴う不動産取得税の計上等により、12,661百万円と前連結会計年度に比べ211百万円

（1.7％）増加しました。ビル管理事業の営業原価は、平成19年７月の子会社統合に伴い、統合子会社の

費用が期初から生じた結果、8,507百万円と前連結会計年度に比べ1,527百万円（21.9％）増加しまし

た。その他事業の営業原価は、工事請負高の減少に伴い、1,504百万円と前連結会計年度に比べ104百万

円（6.5％）減少しました。

　当社グループの販売費及び一般管理費は、大部分が一般管理費に属する費用でありますが、子会社統

合に伴い、子会社の費用が増加した結果、当連結会計年度は2,992百万円と前連結会計年度に比べ238百

万円（8.7％）増加いたしました。
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③ 営業利益

当連結会計年度の営業利益は9,984百万円と前連結会計年度に比べ120百万円（1.2％）の増益とな

りました。また、営業収益に対する営業利益の比率は29.5％と前連結会計年度に比べ1.3％低下いたし

ました。

　なお、土地建物賃貸事業の営業利益は、10,237百万円と267百万円（2.6％）の減益となりました。ビル

管理事業の営業利益は824百万円と235百万円（40.0％）の増益、その他事業の営業利益は163百万円と

64百万円（65.4％）の増益となりました。　

④ 営業外損益

営業外損益は、前連結会計年度の758百万円の費用（純額）から、当連結会計年度は714百万円の費用

（純額）となり、44百万円減少しました。このうち、金融収支は、前連結会計年度の831百万円の費用

（純額）に対し、774百万円の費用（純額）と56百万円減少しました。また、金融収支以外の営業外損益

は、前連結会計年度の72百万円の収益（純額）に対し、60百万円の収益（純額）と12百万円減少しまし

た。

⑤ 経常利益

当連結会計年度の経常利益は9,270百万円と前連結会計年度に比べ164百万円（1.8％）の増益とな

りました。一方、営業収益に対する経常利益の比率は27.4％と前連結会計年度に比べ1.0％低下いたし

ました。　

⑥ 税金等調整前当期純利益

前連結会計年度は、投資有価証券評価損、建替関連損失、固定資産売却損および固定資産除却損計

1,187百万円を特別損失として計上いたしましたが、当連結会計年度においては、建替関連損失、過年度

退職給付費用、投資有価証券評価損および固定資産除却損計825百万円を特別損失として計上いたしま

した。この結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、8,444百万円と前連結会計年度に比べ

526百万円（6.7％）の増益となりました。　

⑦ 法人税等

当連結会計年度の法人税等調整額を含めた税効果計算後の法人税等は、3,265百万円と297百万円

（8.3％）の減少となりました。　

⑧ 当期純利益

当連結会計年度の当期純利益は4,998百万円と前連結会計年度に比べ729百万円（17.1％）の増益と

なりました。また、１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の36円60銭に対し、当連結会計年度は42円

85銭となりました。
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(3) 流動性および資金の源泉

① キャッシュ・フロー関連指標の推移

　

　
平成17年
３月期

平成18年
３月期

平成19年
３月期

平成20年
３月期

平成21年
３月期

自己資本比率（％） 40.9 43.9 46.5 45.9 43.7

時価ベースの自己資本比率（％） 41.7 63.7 79.1 45.0 36.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 10.2 6.5 8.8 6.1 13.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 7.3 9.9 6.3 10.1 5.5

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（補足）

１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

　

② 財務政策

当社グループの資金需要の主なものは、新規ビルの取得、開発費及び既存ビルの改修工事代等の設備

資金であります。これらの資金は、自己資金または借入により調達することとしております。このうち、

借入による資金については、平成21年３月31日現在長期の借入金等（１年以内返済含む）の残高は

82,109百万円で、金融機関からの借入金32,109百万円、社債50,000百万円で構成されており、この大半

は固定金利であります。また、当社の事業は資金回収に長期間を要するため、返済・償還期限を比較的

長めに設定しております。

　上記以外の運転資金は、コマーシャル・ペーパー及び金融機関からの短期借入金で調達しておりま

す。コマーシャル・ペーパーについては、20,000百万円の発行枠を設定し、その範囲内で運用しており

ます。平成21年３月31日現在の運転資金の残高は金融機関からの短期借入金6,500百万円であり、有利

子負債合計の残高は、88,609百万円であります。

　当社グループは、健全な財政状態を維持しながらキャッシュ・フローの拡大を目指すため、有利子負

債営業キャッシュ・フロー倍率及びデット・エクイティ・レシオの中長期的見通しを重視して資金調

達を考えております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度は23,086百万円の設備投資を行いました。その内訳は次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 設備投資金額(百万円)

土地建物賃貸事業 23,072

ビル管理事業 13

合計 23,086

このうち、土地建物賃貸事業の設備投資としては、所有建物の量的拡大のため、中之島ダイビル等の建設

工事を、また、所有ビルの質的向上のためリニューアル工事及び所有建物改修工事を実施しました。　

　

　当連結会計年度において実施した、土地建物賃貸事業に係る主要な設備の取得の内容は次のとおりであり

ます。

(提出会社）

　

事業所名 所在地 用途 構造

面積 設備投資金額

取得年月
建物
(㎡)

建物
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

中之島
ダイビル

大阪市
北区
中之島
三丁目

貸事務所
等

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上35階
地下２階
塔屋３階

79,54326,217 508 26,725
平成21年
３月完成
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

提出会社は、次の設備を主に土地建物賃貸事業の用に供しております。

大阪地区

平成21年３月31日現在

事業所名 所在地 用途 構造
面積 帳簿価額

建物(㎡)土地(㎡)
建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

ダイビル

大阪市
北区
中之島
三丁目

貸事務所
本社
大阪営業
開発部

鉄筋コンク
リート造
地上８階
地下１階
屋階付

45,014

(※１)
10,098

109

(※１)
6,626

10

33,471

中之島
ダイビル

大阪市
北区
中之島
三丁目

貸事務所
等

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上35階
地下２階
塔屋３階

79,543 26,217 508

新ダイビル

大阪市
北区
堂島浜
一丁目

貸事務所

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上９階
地下４階
屋階付

81,6298,4723,16515,831 11 19,007

堂島
ダイビル

大阪市
北区
堂島浜
一丁目

貸ホテル

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上23階
地下３階
屋階付

44,7704,6083,4468,017 5 11,468

梅田
ダイビル

大阪市
北区
梅田
三丁目

貸事務所

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上23階
地下３階

42,3634,52812,69810,003 43 22,745

御堂筋
ダイビル

大阪市
中央区
南久宝寺町
四丁目

貸事務所

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上８階
地下３階
屋階付

13,3991,577 891 3,556 2 4,450

淀屋橋
ダイビル

大阪市
中央区
高麗橋
四丁目

貸事務所

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造・鉄筋コン
クリート造
地上14階
地下２階
塔屋２階

11,2731,5551,741 632 41 2,414

淡路町
ダイビル

大阪市
中央区
淡路町
三丁目

貸事務所

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上８階
地下１階
屋階付

10,3441,785 661 949 5 1,617

堂北
ダイビル

大阪市
北区
堂島
一丁目

貸事務所

鉄筋コンク
リート造
地上７階
地下１階
屋階付

4,283 860 416 1,088 3 1,507
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平成21年３月31日現在

事業所名 所在地 用途 構造

面積 帳簿価額

建物(㎡)土地(㎡)
建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

北梅田
ダイビル

大阪市
北区
中津
一丁目

貸事務所

鉄骨鉄筋コン
クリート造
一部鉄筋
コンクリート
造・鉄骨造
地上８階
地下１階
塔屋１階

4,185 824 620 231 16 867

エステート
土佐堀

大阪市
西区
土佐堀
二丁目

貸事務所
鉄骨造
地上５階
地下１階

5,6351,997 642 671 9 1,324

―――

大阪府
豊中市
曽根西町
一丁目

貸駐車場 ――― ― 803 ― 161 3 165

―――

大阪府
箕面市
百楽荘
三丁目

貸駐車場 ――― ― 512 ― 95 0 96

　

東京地区

平成21年３月31日現在

事業所名 所在地 用途 構造

面積 帳簿価額

建物(㎡)土地(㎡)
建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

日比谷
ダイビル

東京都
千代田区
内幸町
一丁目

貸事務所
東京営業
開発部

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上21階
地下３階
屋階付

29,9613,4893,43824,974 66 28,478

秋葉原
ダイビル

東京都
千代田区
外神田
一丁目

貸事務所
等

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造・鉄筋コン
クリート造
地上31階
地下２階

50,2904,18111,4869,596 24421,327

商船三井ビ
ルディング
（虎ノ門
ダイビル）

東京都
港区
虎ノ門
二丁目

貸事務所

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造・鉄筋コン
クリート造
地上16階
地下３階

34,6554,6745,73116,103 50 21,885

八重洲
ダイビル

東京都
中央区
京橋
一丁目

貸事務所

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上９階
地下５階
屋階付

26,7231,9491,88219,941 5 21,828

麹町
ダイビル

東京都
千代田区
麹町
五丁目

貸事務所

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上７階
地下２階
屋階付

11,6102,6591,1441,233 1 2,378
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平成21年３月31日現在

事業所名 所在地 用途 構造

面積 帳簿価額

建物(㎡)土地(㎡)
建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

新宿
ダイビル

東京都
新宿区
新宿
三丁目

賃貸
商業施設

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上８階
地下３階

11,2551,2831,7339,107 0 10,841

芝
ダイビル

東京都
港区
芝
五丁目

貸事務所

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上10階
地下１階
屋階付

10,8332,0472,1241,389 8 3,522

三田日東
ダイビル

東京都
港区
三田
三丁目

貸事務所

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上８階
地下１階
屋階付

（※２）
6,058

941 497 945 7 1,451

内幸町
ダイビル

東京都
千代田区
内幸町
一丁目

貸事務所

鉄骨造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上９階
地下２階
屋階付

（※２）
9,446

1,104 763 5,310 1 6,074

エステート
芝

東京都
港区
芝
五丁目

貸事務所
鉄筋コンク
リート造
地上５階

499 118 113 241 ― 354

ランテルナ
西荻

東京都
杉並区
西荻北
一丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
地上６階
地下１階

3,9771,842 353 612 2 969

ランテルナ
小石川

東京都
文京区
水道
二丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄骨鉄筋コン
クリート造
地上９階

3,9121,350 246 761 0 1,008

ダイビル
久我山寮

東京都
三鷹市
井の頭
一丁目

賃貸社宅

壁式鉄筋コン
クリート造
一部鉄筋コン
クリート造
地上３階

2,4353,045 216 581 5 803

ランテルナ
野毛

東京都
世田谷区
野毛
二丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
地上３階

2,1852,760 156 536 4 697

セレクト
用賀

東京都
世田谷区
玉川台
二丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
地上５階一部
３階
地下１階

1,797 611 310 208 6 524

永福女子
学生会館

東京都
杉並区
永福
二丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
地上５階
一部地下１階

1,404 646 115 207 2 325

ランテルナ
山王

東京都
品川区
大井
七丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
地上３階

1,2591,265 69 350 0 420

東松原女子
学生会館

東京都
世田谷区
代田
四丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
地上３階

749 501 104 163 2 270
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その他地区

平成21年３月31日現在

事業所名 所在地 用途 構造

面積 帳簿価額

建物(㎡)土地(㎡)
建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

ヴィオレッ
ト
宝塚

兵庫県
宝塚市
武庫山
二丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
一部鉄骨鉄筋
コンクリート
造
地上９階

11,9427,840 823 1,318 113 2,255

パラシオ
川西

兵庫県
川西市
小戸
二丁目

貸住宅

鉄筋コンク
リート造
地上３階
屋階付

1,2431,222 163 197 12 373

パラシオ
藤が丘

神奈川県
横浜市
青葉区
藤が丘
二丁目

貸住宅

鉄筋コンク
リート造
地上３階
屋階付

1,045 993 137 196 7 341

ライン
ハウス
青木公園

埼玉県
川口市
西青木
五丁目

賃貸
マンショ
ン

鉄筋コンク
リート造
地上４階

502 333 13 37 0 51

(注) ※１　中之島三丁目共同開発区域内における当社の所有地について計上しております。

※２　三田日東ダイビル及び内幸町ダイビルは隣地所有者との共同ビルでありますので、当社の持分を計上してお

ります。

　３　従業員数の配置状況は本社25人、大阪営業開発部10人、東京営業開発部11人であります。

　

(2) 国内子会社（商船三井興産㈱所有）

主要な設備は、次のとおりであります。

平成21年３月31日現在

事業所名 所在地 用途 構造

面積 帳簿価額

建物(㎡)土地(㎡)
建物
(百万円)

土地
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

商船三井
興産ビル

兵庫県
神戸市
中央区
海岸通
三丁目

貸事務所
等

鉄筋コンク
リート造
地上５階
地下１階
塔屋２階

4,9871,180 210 484 0 696
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

提出会社は、土地建物賃貸事業の拡大のため、重要な設備計画として次の計画を進めております。

(1) 新設

　

項目 事業所名 所在地 用途 構造 面積(㎡)

投資予定金額(百万円)
着工及び
完成年月

総額 既支払額 今後所要額

建物
（附属設備
を含む）

土佐堀ダイビル

大阪市
西区
土佐堀
二丁目

貸事務所
等

地上17階
地下１階

延
約37,000

約12,0002,358約9,641

着工
平成19年12月
完成
平成21年7月予定

建物
（附属設備
を含む）

(※１)

中之島ダイビル

・ウエスト

(仮称)

大阪市
北区
中之島
三丁目

貸事務所
等

地上26階
地下２階

延
約47,000

約16,000 108約15,891

着工
平成22年度予定
完成
平成25年春予定

建物
（附属設備
を含む）

(※２)
新・新ダイビル

(仮称)

大阪市
北区
堂島浜
一丁目

貸事務所
等

地上30階
地下２階

延
約75,000

約28,000 5 約27,994

着工
平成23年度予定
完成
平成26年春予定

(注) ※１　平成21年度にダイビルを除却し、その跡地に建設する予定であります。

※２　平成22年度に新ダイビルを除却し、その跡地に建設する予定であります。

　

(2) 改修

　

項目 内容

投資予定金額(百万円)
着工及び
完成年月

総額 既支払額 今後所要額

建物
（附属設備を含む）

既存ビルのリニューア
ル工事等改修工事

931 ― 931
平成21年４月
から

平成22年３月

　

(3) 資金調達方法

今後所要額は、自己資金、借入金及び社債により賄う予定であります。

　

(注) 「第３ 設備の状況」の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 116,851,049116,851,049

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
単元株式数は100株でありま
す。

計 116,851,049116,851,049 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成３年４月１日
から

平成４年３月31日
1,122116,851,049 ― 12,227 ― 13,850

(注)　転換社債の株式転換による増加であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 35 30 252 138 5 3,678 4,138 ―

所有株式数
(単元)

― 188,9684,375700,326212,274 83 61,8931,167,91959,149

所有株式数
の割合(％)

― 16.18 0.37 59.9818.17 0.01 5.29 100.0 ―

(注) １　自己株式216,018 株は「個人その他」に2,160単元及び「単元未満株式の状況」に18株含めて記載しておりま

す。

　　なお、期末実保有自己株式数は216,018株であります。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、63単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社商船三井 大阪市北区中之島三丁目６番32号 59,527 50.94

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 5,802 4.97

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,580 3.06

CBNY - THIRD AVE TR - THIRD
AVE REAL ESTATE VALUE FUND
SERIES
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

101 CARNEGIE CENTER PRINCETON, NJ
08540 USA
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

3,362 2.88

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,177 2.72

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,139 2.69

関西電力株式会社 大阪市北区中之島三丁目６番16号 2,953 2.53

CBNY-THIRD AVENUE INT'L VAL
FD
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

101 CARNEGIE CENTER PRINCETON, NJ
08540 USA
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

2,735 2.34

J.P. MORGAN CLEARING
CORP-SEC
（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

ONE METROTECH CENTER NORTH,
BROOKLYN, NY 11201
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

1,454 1.24

JP MORGAN CHASE BANK 380084
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行）

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ,
UNITED KINGDOM
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

1,245 1.07

計 ― 86,979 74.44

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、す

べて信託業務に係る株式であります。

２　平成20年７月１日付でサード・アベニュー・マネージメント・エルエルシーから大量保有報告書が提出され

ておりますが、当社として当事業年度末現在の実質所有株式数の確認ができない部分については上記大株主

の状況には含めておりません。

なお、当該大量保有報告書による平成20年６月25日現在の株式所有状況は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数（千株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

サード・アべニュー・マ
ネージメント・エルエル
シー

622　サードアベニュー　
ニューヨーク，ニュー
ヨーク　10017，米国

11,850 10.14

前事業年度末では主要株主でなかったサード・アべニュー・マネージメント・エルエルシーは、当事業年度末では主要株

主となっております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 216,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

116,575,900
1,165,759 同上

単元未満株式 普通株式 59,149 ― 同上

発行済株式総数 116,851,049― ―

総株主の議決権 ― 1,165,759 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,300 株（議決権63個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式18株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
ダイビル㈱

大阪市北区中之島
三丁目６番32号

216,000 ― 216,000 0.18

計 ― 216,000 ― 216,000 0.18

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,125 2,814,641

当期間における取得自己株式 526 375,049

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 540 469,874 ― ―

保有自己株式数 216,018 ― 216,544 ―

　 （注）当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

配当額の決定に当たりましては、当社は、財務体質の強化と将来の事業展開のために必要な内部留保の充

実を図りながら、業績の推移を踏まえつつ、安定的な配当を実施することをその基本方針といたしておりま

す。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期（平成21年３月期）の期末配当につきましては、当期の業績を踏まえ、１株につき５円50銭といたし

ました。従って、年間の１株当たり配当金は11円（中間配当５円50銭、期末配当５円50銭）となりました。

内部留保資金の使途につきましては、主に将来の事業展開等に必要な設備投資資金に充当することとし

ております。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

(注)　基準日が当該事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の金額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成20年10月27日
取締役会決議

641 5.50

平成21年６月25日
定時株主総会決議

641 5.50

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第133期 第134期 第135期 第136期 第137期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 896 1,540 1,790 2,045 1,282

最低(円) 582 750 1,006 819 534

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 平成20年11月 平成20年12月 平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月

最高(円) 842 860 1,021 989 918 875

最低(円) 534 580 665 716 715 685

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長執行役員

― 佐　藤　博　之 昭和19年１月９日生

平成15年６月 株式会社商船三井代表取締役副社

長兼副社長執行役員

（注５） 16

平成17年６月 同社代表取締役 副社長執行役員

平成18年６月 同社代表取締役 副社長執行役員を

退任

当社代表取締役社長に就任

平成19年６月 当社代表取締役 社長執行役員に就

任、現在に至る

取締役
専務執行役員

 

経営・管理
本部長

和　田　　　哲 昭和24年12月３日生

平成14年６月 株式会社商船三井を退社

当社取締役に就任、大阪営業部部長

を委嘱

（注５） 17

平成15年６月 大阪営業部長を委嘱

平成17年６月 当社常務取締役に就任

平成18年６月 株式会社大阪オールサービス(現　

ダイビル・ファシリティ・マネジ

メント株式会社)代表取締役社長に

就任、現在に至る

平成19年３月 経営戦略室長を委嘱

平成19年６月 当社取締役 専務執行役員に就任、

現在に至る

平成21年６月 経営・管理本部長を委嘱、現在に至

る

取締役
専務執行役員

営業開発
本部長

大阪営業開発
部長

井　林　與　市 昭和27年２月11日生

昭和49年４月 当社に入社

（注５） 25

平成14年６月 当社取締役に就任、総務部長委嘱、

考査室担当

平成16年４月 総務部長、考査室長を委嘱

平成18年４月 人事総務部長、内部監査室長を委嘱

平成18年６月 当社常務取締役に就任

平成19年６月 当社取締役 常務執行役員に就任

営業開発本部長、大阪営業開発部長

を委嘱、現在に至る

平成21年６月 当社取締役 専務執行役員に就任、

現在に至る

取締役
常務執行役員

建設企画
本部長

吉　村　　　哲 昭和27年３月３日生

昭和51年４月 当社に入社

（注５） 17

平成12年７月 当社技術監理室長

平成14年６月 当社取締役に就任、業務部長、技術

監理室長を委嘱

平成18年４月 企画開発部長、技術部長を委嘱

平成18年６月 当社常務取締役に就任

平成19年１月 株式会社クロスフィールドマネジ

メント代表取締役社長に就任、現在

に至る

平成19年６月 当社取締役 常務執行役員に就任、

建設企画本部長を委嘱、現在に至る

取締役
常務執行役員

営業開発本部
副本部長
東京営業開発
部長

玉　井　克　実 昭和27年11月７日生

平成15年６月 株式会社三井住友銀行執行役員を

退任

当社取締役に就任

東京営業部長を委嘱

（注６） 14
平成19年６月 当社取締役を退任

当社常務執行役員に就任

営業開発本部副本部長、東京営業開

発部長を委嘱、現在に至る

平成21年６月 当社取締役 常務執行役員に就任、

現在に至る
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役 ― 山　本　竹　彦 昭和27年９月29日生

平成15年６月 株式会社商船三井グループ事業部

長

（注６） 1

平成17年６月 同社執行役員に就任

当社取締役に就任、現在に至る

平成19年６月 株式会社商船三井常務執行役員に

就任

平成21年６月 同社取締役 専務執行役員に就任、

現在に至る

常勤監査役 ― 森　　　秀　夫 昭和25年７月29日生

昭和49年４月 当社に入社

（注７） 5平成17年６月 当社東京営業部部長

平成18年６月 当社常勤監査役に就任、現在に至る

監査役 ― 林　　　　　賢 昭和30年10月12日生

平成19年６月 株式会社商船三井専用船部長

（注８） ―

平成20年６月 株式会社ＭＯＬＪＡＰＡＮ取締役

執行役員関西支社長に就任、株式会

社商船三井大阪支店長を兼務、現在

に至る

当社監査役に就任、現在に至る

監査役 ― 溝　下　和　正 昭和30年４月１日生

平成15年６月 株式会社商船三井総務部長

（注９） ―平成18年６月 同社常勤監査役に就任、現在に至る

平成21年６月 当社監査役に就任、現在に至る

計 98

(注) １　取締役山本竹彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役林賢及び監査役溝下和正は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　当社では、担当部門の責任者たる執行役員への権限委譲を進め、業務執行の意思決定の迅速化を図るため、ま

た、取締役会をスリム化し、経営戦略策定能力、コーポレートガバナンスの一層の強化を図るため、平成19年６

月28日より執行役員制度を導入しております。

　　執行役員は次の４名であり、その担当業務は記載の通りであります（取締役兼務者を除く）。

　　常務執行役員　大場　孝夫　　経営・管理本部副本部長、内部監査室担当

　　執行役員　　　西口　美廣　　経営・管理本部副本部長

　　執行役員　　　矢田　豪男　　建設企画本部副本部長、営業開発本部副本部長、建設企画部長、技術部長

　　執行役員　　　髙梨　芳男　　商船三井興産株式会社代表取締役 社長執行役員

４　平成21年６月25日付で「経営戦略室」と「管理本部」を統合し、「経営・管理本部」を新設しております。

５　平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

６　平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

７　平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

８　平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

９　平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

EDINET提出書類

ダイビル株式会社(E03861)

有価証券報告書

31/92



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はコーポレート・ガバナンスの基本を、迅速かつ透明度の高い意思決定及び業務執行体制の

確立を通じて、「株主」、「顧客」、「従業員」など全てのステークホルダーの期待と信頼に応え、長

期的、継続的な企業価値の向上を図ることであると考えております。

コンプライアンスについては、コーポレート・ガバナンスの基本要素であるとの認識の下、「法令

および規則を遵守し、社会の一員として、社会規範、企業倫理に照らして品位ある行動をします。」を

『　グループ行動規準（２．法令遵守）』に掲げるとともに、コンプライアンス体制を推進する機関

として「コンプライアンス委員会」を設置し、日常の業務活動においてもその指導徹底を図ってお

ります。法令および各種規則を遵守することはもとより、社会との調和を大切にし、社会規範、企業倫

理に照らして公正な企業活動を行っていきます。

　

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況（有価証券報告書提出日現在）

イ．会社の機関の基本説明

当社は監査役制度を採用しております。監査役会は３名（うち常勤１名）で構成されており、各監

査役は監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会への出席、重要な書類の閲覧、事

業所の調査等を通じた監査を行っております。

また、当社は、取締役６名のうち１名を社外取締役、監査役３名のうち２名を社外監査役とし、常に

客観性を確保できる経営体制を整えております。

　

ロ．業務執行、監視の仕組み及び内部統制の仕組み
　

　

ハ．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

(ⅰ)取締役会は、原則として毎月１回開催し、必要に応じて臨時に開催し、会社経営全般の基本方針

を決定するほか、取締役の職務及び執行役員の業務の執行を監督します。経営の重要事項はここに

全て付議し審議決定しております。併せて業務執行状況についても随時報告されております。
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　  また、原則毎月３回、執行役員兼務の取締役で構成する「経営会議」を開催し、取締役会において

決定した経営全般の基本方針に基づき、業務執行に関わる個々の重要案件の意思決定にあたり、構

成メンバーによる十分な審議を行っております。

(ⅱ)当社は、平成19年６月より業務執行レベルでの意思決定の迅速化、業務遂行能力強化を図ること

を狙いとして、執行役員制度を導入しております。執行役員は取締役会で選任され、代表取締役か

ら権限の委譲を受け、担当部門の責任者として業務執行を行っております。

(ⅲ)内部統制システムの構築については、平成18年５月施行の会社法に基づき、業務の適正を確保す

るための体制（内部統制システム構築の基本方針）を取締役会で決議しております。

　  また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の整備及び運用への対応についても、適

切に取り組んでおります。

　

ニ．内部監査及び監査役監査の状況

内部監査室（室長以下２名）は、子会社を含め業務活動全般に関し幅広く内部監査を実施してお

り、監査役とも連携をとりながら業務の改善、法令の遵守等について具体的な助言・勧告を行ってお

ります。

また、監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従って監査業務を行うほか、会計監

査人から監査に関する報告を受け、検討を行っております。

　

ホ．会計監査の状況

あずさ監査法人と監査契約を締結しております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、牧

美喜男氏、松井隆雄氏、本田貫一郎氏であり、補助者は、公認会計士４名、その他15名であります。

(注)　その他は、会計士補、公認会計士試験合格者であります。

　

ヘ．社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役の山本竹彦氏は、株式会社商船三井の取締役専務執行役員であります。また、社外監査

役の林賢氏は株式会社商船三井の大阪支店長兼株式会社ＭＯＬＪＡＰＡＮの取締役執行役員関西支

社長であり、溝下和正氏は株式会社商船三井の常勤監査役であります。

　なお、株式会社商船三井は当社の親会社であり、株式会社ＭＯＬＪＡＰＡＮは同社の子会社であり

ます。当社と両社との取引は、当社所有ビルの賃貸等であります。

　また、山本竹彦氏は当社株式を1,000株所有しております。

　

③ リスク管理体制の整備の状況

当社では、事業のリスクを軽減するため、重要な投融資案件については、各関係部室間において十

分検討するとともに、経営戦略室においてリスクの把握、分析及び評価等について十分な審議を経た

上で業務執行レベルの最高意思決定機関である経営会議に付議しております。また、「安全・危機対

策委員会」を設置し、万一の災害に備え、災害時の対策マニュアルを策定しており、防災訓練等を定

期的に実施しております。

　

④ 役員報酬の内容

取締役及び監査役の報酬等の額

取締役の報酬等の額 213百万円　

監査役の報酬等の額 45百万円　

(注)　上記報酬等の額には、平成21年６月25日開催の第137期定時株主総会において決議した取締役賞与金及

び当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。なお、社外取締役及び社外監査

役は、無報酬であります。
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⑤ 取締役の定数

当社の取締役は14名以内とする旨定款に定めております。

　

⑥ 取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらない旨定款に定

めております。

　

⑦ 自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得すること

ができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行する

ことを目的とするものであります。

　

⑧ 中間配当

当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、会社法第454条第５項の規定に従

い中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益配分を行う

ことを目的とするものであります。

　

⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 30 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 ― ― 30 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査日数等を勘案し、監査報酬の妥当性について検討した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)は、改正後の連結財務諸表規則に基づい

て作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、第136期事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、第137期事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日)及び第136期事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)並びに当連結会計年度

(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)及び第137期事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31

日)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人による監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,245 3,174

営業未収入金 1,234 987

販売用不動産 15 －

たな卸資産 － ※1
 35

繰延税金資産 455 542

その他 155 1,271

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 5,102 6,005

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※4
 132,586

※4
 159,780

減価償却累計額 △72,700 △76,720

建物及び構築物（純額） 59,885 83,060

土地 ※2
 144,018

※2
 144,013

建設仮勘定 7,226 2,534

その他 2,815 3,229

減価償却累計額 △2,242 △2,372

その他（純額） 573 857

有形固定資産合計 211,703 230,464

無形固定資産

のれん 10 7

その他 129 107

無形固定資産合計 140 115

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 24,447

※3
 14,508

長期貸付金 275 238

繰延税金資産 71 80

その他 1,966 1,838

貸倒引当金 △1 －

投資その他の資産合計 26,759 16,665

固定資産合計 238,603 247,245

資産合計 243,705 253,251
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － 6,500

1年内返済予定の長期借入金 10,490 8,355

1年内償還予定の社債 － 10,000

コマーシャル・ペーパー 10,000 －

未払法人税等 3,294 1,747

未払消費税等 254 75

役員賞与引当金 46 48

その他 3,810 13,149

流動負債合計 27,896 39,876

固定負債

社債 50,000 40,000

長期借入金 11,834 23,754

受入敷金保証金 25,882 25,124

繰延税金負債 6,275 3,036

再評価に係る繰延税金負債 ※2
 8,158

※2
 8,561

退職給付引当金 610 841

役員退職慰労引当金 234 325

負ののれん 51 30

その他 1 5

固定負債合計 103,048 101,680

負債合計 130,945 141,556

純資産の部

株主資本

資本金 12,227 12,227

資本剰余金 13,852 13,852

利益剰余金 64,780 68,479

自己株式 △137 △139

株主資本合計 90,723 94,420

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,272 4,572

土地再評価差額金 ※2
 11,911

※2
 11,656

評価・換算差額等合計 21,184 16,228

少数株主持分 852 1,045

純資産合計 112,760 111,694

負債純資産合計 243,705 253,251

EDINET提出書類

ダイビル株式会社(E03861)

有価証券報告書

37/92



②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業収益 32,018 33,845

営業原価 19,401 20,869

営業総利益 12,617 12,976

販売費及び一般管理費 ※1
 2,753

※1
 2,992

営業利益 9,864 9,984

営業外収益

受取利息 73 42

受取配当金 436 449

その他 124 146

営業外収益合計 634 639

営業外費用

支払利息 1,312 1,205

その他 80 148

営業外費用合計 1,393 1,353

経常利益 9,105 9,270

特別損失

建替関連損失 ※2
 350

※2
 401

過年度退職給付費用 － 241

投資有価証券評価損 544 106

固定資産除却損 ※4
 40

※4
 74

固定資産売却損 ※3
 251 －

特別損失合計 1,187 825

税金等調整前当期純利益 7,918 8,444

法人税、住民税及び事業税 3,764 3,409

過年度法人税等戻入額 △612 －

法人税等調整額 410 △144

法人税等合計 3,562 3,265

少数株主利益 86 181

当期純利益 4,269 4,998
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,227 12,227

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,227 12,227

資本剰余金

前期末残高 13,852 13,852

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 13,852 13,852

利益剰余金

前期末残高 61,697 64,780

当期変動額

剰余金の配当 △1,166 △1,224

当期純利益 4,269 4,998

土地再評価差額金の取崩 △19 △87

決算期の変更に伴う子会社剰余金の修正 － 12

当期変動額合計 3,083 3,699

当期末残高 64,780 68,479

自己株式

前期末残高 △133 △137

当期変動額

自己株式の取得 △4 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △4 △2

当期末残高 △137 △139

株主資本合計

前期末残高 87,644 90,723

当期変動額

剰余金の配当 △1,166 △1,224

当期純利益 4,269 4,998

土地再評価差額金の取崩 △19 △87

自己株式の取得 △4 △2

自己株式の処分 0 0

決算期の変更に伴う子会社剰余金の修正 － 12

当期変動額合計 3,079 3,696

当期末残高 90,723 94,420
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 15,836 9,272

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6,564 △4,700

当期変動額合計 △6,564 △4,700

当期末残高 9,272 4,572

土地再評価差額金

前期末残高 11,892 11,911

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

19 △255

当期変動額合計 19 △255

当期末残高 11,911 11,656

評価・換算差額等合計

前期末残高 27,729 21,184

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6,544 △4,956

当期変動額合計 △6,544 △4,956

当期末残高 21,184 16,228

少数株主持分

前期末残高 － 852

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 852 193

当期変動額合計 852 193

当期末残高 852 1,045

純資産合計

前期末残高 115,373 112,760

当期変動額

剰余金の配当 △1,166 △1,224

当期純利益 4,269 4,998

土地再評価差額金の取崩 △19 △87

自己株式の取得 △4 △2

自己株式の処分 0 0

決算期の変更に伴う子会社剰余金の修正 － 12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,692 △4,762

当期変動額合計 △2,613 △1,066

当期末残高 112,760 111,694
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 7,918 8,444

減価償却費 4,475 4,310

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8 2

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6 231

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △82 91

受取利息及び受取配当金 △509 △492

支払利息 1,312 1,205

販売用不動産評価損 8 －

建替関連損失 350 401

投資有価証券評価損益（△は益） 544 106

固定資産除却損 40 74

固定資産売却損益（△は益） 251 －

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 34 △757

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 35 20

売上債権の増減額（△は増加） △311 236

たな卸資産の増減額（△は増加） 3 0

仕入債務の増減額（△は減少） 135 △715

未払不動産取得税等の増減額（△は減少） △29 670

未払又は未収消費税等の増減額 76 △1,318

その他 △14 △59

小計 14,229 12,452

利息及び配当金の受取額 506 505

利息の支払額 △1,342 △1,235

法人税等の支払額 △620 △4,923

法人税等の還付額 788 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,561 6,799

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,606 △13,691

有形固定資産の売却による収入 107 10

建替関連費用の支払額 △234 △389

投資有価証券の取得による支出 △5 －

投資有価証券の償還による収入 － 2,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※2

 60 －

短期貸付金の回収による収入 5 5

長期貸付けによる支出 △25 △2

長期貸付金の回収による収入 51 39

その他 37 33

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,609 △11,994
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 6,500

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

10,000 △10,000

長期借入れによる収入 － 20,300

長期借入金の返済による支出 △12,080 △10,515

自己株式の取得による支出 △4 △2

配当金の支払額 △1,165 △1,224

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,250 5,057

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,702 △136

現金及び現金同等物の期首残高 1,543 3,245

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増加額

－ 65

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,245

※1
 3,174
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　６社

　　　連結子会社名は、「第１ 企業の概況　４ 関係会社の

状況」に記載しているため省略いたしました。

　　　商船三井興産㈱、㈱ヒューテックサービス及び三都建

物サービス㈱は、平成19年７月の商船三井興産㈱

の株式取得により連結子会社となりました。

㈱大阪オールサービスは、平成19年６月にダイビ

ル・ファシリティ・マネジメント㈱に社名変更し

ております。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　４社

　　　連結子会社名は、「第１ 企業の概況　４ 関係会社の

状況」に記載しているため省略いたしました。

　　　前連結会計年度において連結子会社であった㈱エス

カは平成20年７月１日付で㈱ヒューテックサービ

スに、三都建物サービス㈱は平成20年11月１日付

で関西建物管理㈱に、それぞれ吸収合併されまし

た。

　　　なお、㈱ヒューテックサービスは興産管理サービス㈱

に、関西建物管理㈱は興産管理サービス・西日本

㈱に、それぞれ社名変更しております。

　(2) 非連結子会社の数　２社

　　　㈱シニア・ヒューテックサービスほか

　(2) 非連結子会社の数　２社

　　　㈱シニア・ヒューテックサービスほか

　　　(連結の範囲から除いた理由)

　　　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純利益及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていません。

　　　(連結の範囲から除いた理由)

同左

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

数　４社

非連結子会社　㈱シニア・ヒューテックサービス

ほか

関連会社　　　㈱クロスフィールドマネジメントほ

か

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

数　４社

非連結子会社　㈱シニア・ヒューテックサービス

ほか

関連会社　　　㈱クロスフィールドマネジメントほ

か

持分法非適用会社は、それぞれ当期純利益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないので、持分法を適用してい

ません。

同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社のうち、㈱ヒューテックサービス及び三都

建物サービス㈱の決算日は、12月31日であり、同日現

在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結決算

上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。

なお、当連結会計年度より、連結子会社のうち興産管

理サービス㈱については、12月31日から３月31日に

決算日を変更しております。

この決算日の変更に伴い、平成21年１月１日から平

成21年３月31日までの損益は、連結株主資本等変動

計算書において調整を行っております。
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券

　　　満期保有目的の債券

　　　　　償却原価法(定額法)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券

　　　満期保有目的の債券

同左

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。)

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

同左

 

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　　　　時価のないもの

同左

　　②たな卸資産

　　　販売用不動産

　　　　個別法による原価法

　　②たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）によっております。

　　　販売用不動産　　　　個別法

　　　商品　　　　　　　　先入先出法

　　　原材料及び貯蔵品　　先入先出法

　　　(会計方針の変更）

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日公表分）を適用しております。

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

ａ　平成10年３月31日以前に取得したもの

　　旧定率法によっております。

ｂ　平成10年４月１日から平成19年３月31日まで

に取得したもの

旧定額法によっております。　　

ｃ　平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法によっております。　　

建物以外　　

ａ　平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。　　

ｂ　平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法によっております。　　

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）

ａ　平成10年３月31日以前に取得したもの

　　旧定率法によっております。

ｂ　平成10年４月１日から平成19年３月31日まで

に取得したもの

旧定額法によっております。　　

ｃ　平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法によっております。　　

建物以外　　

ａ　平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。　　

ｂ　平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法によっております。　　

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準（ただし、提出会社

所有のダイビルの建物の耐用年数は残存使用可能

期間に基づく10年であります。）によっておりま

す。

(会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する

法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月

30日　政令第83号））に伴い、当連結会計年度か

ら、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準（ただし、提出会社

所有のダイビルの建物の耐用年数は残存使用可能

期間に基づく10年であります。）によっておりま

す。

―――
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した資産については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ54百万円

減少しております。

なお、セグメントに与える影響は、当該箇所に記載

しております。

―――

　　②無形固定資産

　　　定額法によっております。

　　②無形固定資産

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

同左

　　②役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、役員賞与支給見込

額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。

　　②役員賞与引当金

同左

　　③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

なお、簡便法によっているため、退職給付債務の金

額は責任準備金等としております。

　　③退職給付引当金

同左

　　④役員退職慰労引当金

役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末現在の見積額

を計上しております。

　　④役員退職慰労引当金

同左

　　⑤修繕引当金

営業用建物の大修繕に備えるため、当該費用の見

積額を基準に、修繕計画の確定時より工事の完了

時にわたり均等額を計上しております。

―――

 

　(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

―――

 

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

金利スワップは、特例処理の要件を満たしており、

当該処理を採用しております。

　(4) 重要なヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

同左

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

金融機関からの変動金利の借入に対して、金利ス

ワップにより固定金利の支払にしております。

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

　　③ヘッジ方針

内部規程に基づき、金利変動リスクをヘッジして

おります。

　　③ヘッジ方針

同左

 

　　④ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、

決算期末日における有効性の評価を省略しており

ます。

　　④ヘッジ有効性評価の方法

同左
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(6) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　(5) 消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　　のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却しており

ます。ただし、金額が僅少な場合は全額発生時の損益

に計上することとしております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

　

【会計処理の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

―――

 

 

 

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあり

ません。
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――― （連結貸借対照表関係）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「販売用不動産」及び流動資

産の「その他」に含めて掲記されていた「商品」「原材

料及び貯蔵品」は、当連結会計年度から「たな卸資産」

として一括して掲記し、その内訳を注記する方法によっ

ております。

　なお、前連結会計年度の流動資産の「その他」に含まれ

る「商品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ10百万円、

13百万円であります。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に

含めていた「固定資産除却損」は、重要性が増したため、

当連結会計年度においては特別損失として区分掲記して

おります。

　なお、前連結会計年度における「固定資産除却損」の金

額は１百万円であります。

―――
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めていた「固定資産売却

損」は、重要性が増したため、当連結会計年度において

は区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「固定資産売却損」の

金額は21百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

―――

 

２　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めていた「固定資産除却

損」は、重要性が増したため、当連結会計年度において

は区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「固定資産除却損」の

金額は１百万円であります。

―――

――― ３　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ

・フローに区分掲記しておりました「販売用不動産評

価損」は、金額が僅少となったため、当連結会計年度に

おいては営業活動によるキャッシュ・フローの「たな

卸資産の増減額」に含めて表示しております。

　なお、当連結会計年度における「販売用不動産評価

損」の金額は０百万円であります。

――― ４　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ

・フローに区分掲記しておりました「貸倒引当金の増

減額」は、金額が僅少となったため、当連結会計年度に

おいては営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。

　なお、当連結会計年度における「貸倒引当金の増減

額」の金額は△０百万円であります。
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【注記事項】

１) 連結貸借対照表関係

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

――― ※１

　たな卸資産の内訳

販売用不動産 12百万円

商品 9百万円

原材料及び貯蔵品 13百万円

※２

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法

律第34号）に基づき、平成14年３月31日に事業用土地

の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律

24号）に基づき、当該再評価差額金に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。

※２

同左

 

 

　 　

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額並びに第５号に定める不動産鑑定

士による鑑定評価（収益還元価格）により算出

　

　

　 　

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

　

　

※３

　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおり

であります。

投資有価証券(株式) 22百万円

※３

　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおり

であります。

投資有価証券(株式) 22百万円

※４

　ヴィオレット宝塚の建物の取得価額は、地方公共団体か

らの補助金の受け入れにより、384百万円圧縮記帳して

おります。

※４

同左
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２) 連結損益計算書関係

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　

　販売費及び一般管理費

　主な費目及び金額は次のとおりです。

役員報酬 314百万円

役員賞与引当金繰入額 46百万円

従業員給料手当 1,013百万円

退職給付費用 137百万円

役員退職慰労引当金繰入額 78百万円

福利厚生費 227百万円

※１　

　販売費及び一般管理費

　主な費目及び金額は次のとおりです。

役員報酬 343百万円

役員賞与引当金繰入額 48百万円

従業員給料手当 1,158百万円

退職給付費用 140百万円

役員退職慰労引当金繰入額 93百万円

福利厚生費 265百万円

※２

建替関連損失

中之島ダイビル、土佐堀ダイビル等の建替に関連して

発生したものであります。

※２

建替関連損失

中之島ダイビル、新・新ダイビル（仮称）等の建替に

関連して発生したものであります。

※３

固定資産売却損の内訳

建物及び構築物 251百万円

その他 0百万円

計 251百万円

―――

 

　 　

　 　

　 　

※４

固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 38百万円

その他 2百万円

計 40百万円

※４

固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 69百万円

その他 5百万円

計 74百万円
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３) 連結株主資本等変動計算書関係

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 116,851 ― ― 116,851

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 210,801 2,735 103 213,433

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　2,735株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　103株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 583 5.00平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年10月30日
取締役会

普通株式 583 5.00平成19年９月30日 平成19年12月５日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　上記の事項については、次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 583 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日
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当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 116,851 ― ― 116,851

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 213,433 3,125 540 216,018

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 3,125株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　 　　　540株

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 583 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年10月27日
取締役会

普通株式 641 5.50平成20年９月30日 平成20年12月５日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 641 5.50平成21年３月31日 平成21年６月26日

　

EDINET提出書類

ダイビル株式会社(E03861)

有価証券報告書

51/92



４) 連結キャッシュ・フロー計算書関係

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,245百万円

預入期間３ヵ月を超える定期預金 ―百万円

現金及び現金同等物 3,245百万円

※１　

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,174百万円

預入期間３ヵ月を超える定期預金 ―百万円

現金及び現金同等物 3,174百万円

※２　

株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに商船三井興産㈱他２社を連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に新規連結子会社株式の取得価額と取得による収入

（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 2,240百万円

固定資産 1,464百万円

のれん 10百万円

流動負債 △881百万円

固定負債 △1,306百万円

少数株主持分 △766百万円

　新規連結子会社株式の取得価額 761百万円

新規連結子会社の

現金及び現金同等物
822百万円

　差引：連結範囲の変更を伴う

　子会社株式の取得による収入
60百万円

―――
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５) リース取引関係

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
その他

(工具、器具及び備品)

取得価額相当額 30百万円

減価償却累計額相当額 17百万円

期末残高相当額 13百万円

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
その他

(工具、器具及び備品)

取得価額相当額 30百万円

減価償却累計額相当額 23百万円

期末残高相当額 7百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5百万円

１年超 7百万円

合計 13百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5百万円

１年超 2百万円

合計 7百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」に

より算定しております。

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」に

より算定しております。

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　 　

２　オペレーティング・リース取引 　オペレーティング・リース取引

(貸主側) (貸主側)

　

未経過リース料

１年以内 7,992百万円

１年超 38,511百万円

合計 46,503百万円

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 8,297百万円

１年超 35,386百万円

合計 43,683百万円
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６) 有価証券関係

前連結会計年度(平成20年３月31日)

　

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

社債 2,004 2,008 3

合計 2,004 2,008 3

　

２　その他有価証券で時価のあるもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 6,228 21,908 15,680

その他 1 2 1

小計 6,229 21,911 15,681

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 448 390 △58

合計 6,678 22,302 15,623

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損544百万円を計上しております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　該当事項はありません。

　

４　時価評価されていない主な有価証券(上記１ を除く)
　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

子会社株式及び関連会社株式 22

その他有価証券 　

　　　　　　非上場株式 118

合計 140

　

５　満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額
　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

社債 ― 2,000 ― ―

合計 ― 2,000 ― ―

(注)　上記金額は、償還予定金額を記載しております。
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当連結会計年度(平成21年３月31日)

　

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

　

２　その他有価証券で時価のあるもの
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 5,486 13,584 8,097

その他 1 1 0

小計 5,488 13,586 8,098

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 1,087 784 △302

合計 6,575 14,371 7,795

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損103百万円を計上しております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

４　時価評価されていない主な有価証券
　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

子会社株式及び関連会社株式 22

その他有価証券 　

　　　　　　非上場株式 115

合計 137

（注）当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損３百万円を計上しております。

　
　
　

次へ
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７) デリバティブ取引関係

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1) 取引の内容

　　金利スワップ取引を行っております。

　　ただし、提出会社のみが実施しております。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

　　金利スワップ取引は、金利変動リスクのヘッジを目的

とし、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

　　金利スワップについては、変動金利による資金調達の

支払利息を固定化することにより、金利変動リスク

をヘッジする取引を行っております。

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の

「４ 会計処理基準に関する事項」の「(5)重要な

ヘッジ会計の方法」記載のとおり、金利スワップの

特例処理を行っております。

(3) 取引の利用目的

　　金利スワップについては、変動金利による資金調達の

支払利息を固定化することにより、金利変動リスク

をヘッジする取引を行っております。

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の

「４ 会計処理基準に関する事項」の「(4)重要な

ヘッジ会計の方法」記載のとおり、金利スワップの

特例処理を行っております。

(4) 取引に係るリスクの内容

　　金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを

有しております。なお、提出会社の契約先は、信用度

の高い金融機関を相手としており、信用リスクは殆

どないものと考えております。

(4) 取引に係るリスクの内容

 

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

　　この金利スワップ取引を行うに当っては、内部規程に

従いすべて経営会議で決裁をしており、リスク管理

は財務・経理部がリスク管理状況について毎月担当

役員に報告しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象

から除いております。

同左
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８) 退職給付関係

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

提出会社は、昭和59年７月１日より適格退職年金制

度へ全面的に移行しております。

連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制

度等を採用しております。

また、従業員の退職等に際しては割増退職金を支払

う場合があります。

１　採用している退職給付制度の概要

提出会社は、適格退職年金制度等を採用しておりま

す。

連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制

度等を採用しております。

また、従業員の退職等に際しては割増退職金を支払

う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

　イ　退職給付債務 2,265百万円　イ　退職給付債務 2,366百万円

　ロ　年金資産 1,655百万円　ロ　年金資産 1,525百万円

　ハ　退職給付引当金(イ－ロ) 610百万円　ハ　退職給付引当金(イ－ロ) 841百万円
　 　 　 　
(注)　提出会社及び連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

(注)　提出会社及び連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 253百万円 勤務費用 219百万円

退職給付費用 253百万円 過年度退職給付費用 241百万円

　 　 退職給付費用 461百万円

　 　 　 　

(注)　提出会社及び連結子会社は、退職給付費用の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

(注)　提出会社及び連結子会社は、退職給付費用の算定

にあたり、簡便法を採用しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

提出会社及び連結子会社は、簡便法を採用しており

ますので、基礎率等について記載しておりません。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左

　

９) ストック・オプション等関係

記載すべき事項はありません。
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10) 税効果会計関係

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　(繰延税金資産) 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　(繰延税金資産) 

　　減価償却費償却限度超過額 597百万円　　減価償却費償却限度超過額 593百万円

　　投資有価証券等評価損 363百万円　　投資有価証券等評価損 405百万円

　　未払事業税 275百万円　　退職給付引当金 340百万円

　　退職給付引当金 245百万円　　未払不動産取得税 272百万円

　　未稼働土地評価損 159百万円　　役員退職慰労引当金 132百万円

　　販売用不動産評価損 118百万円　　未払事業税 125百万円

　　その他 283百万円　　賞与引当金 119百万円

　　繰延税金資産小計 2,043百万円　　その他 89百万円

　　評価性引当額 △874百万円　　繰延税金資産小計 2,079百万円

　　繰延税金資産合計 1,169百万円　　評価性引当額 △702百万円

　 　 　　繰延税金資産合計 1,377百万円
　 　
　(繰延税金負債) 　(繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 6,350百万円　　その他有価証券評価差額金 3,223百万円

　　固定資産圧縮積立金 475百万円　　固定資産圧縮積立金 475百万円

　　全面時価評価法の適用に伴う評価差額 91百万円　　全面時価評価法の適用に伴う評価差額 91百万円

　　繰延税金負債合計 6,918百万円　　繰延税金負債合計 3,790百万円

　繰延税金負債の純額 5,748百万円　繰延税金負債の純額 2,413百万円
　 　 　 　
(注)１　繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

(注)１　繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

　　　　　流動資産…繰延税金資産 455百万円　　　　　流動資産…繰延税金資産 542百万円

　　　　　固定資産…繰延税金資産 71百万円　　　　　固定資産…繰延税金資産 80百万円

　　　　　固定負債…繰延税金負債 6,275百万円　　　　　固定負債…繰延税金負債 3,036百万円

　　２　上記のほか、再評価に係る繰延税金負債8,158百万円

を固定負債に計上しております。

　　２　上記のほか、再評価に係る繰延税金負債8,561百万円

を固定負債に計上しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.7％ 　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略しております。

　　（調整） 　

　　繰延税金資産に係る評価性引当額 10.5％

　　交際費等永久に損金に

　　算入されない項目

0.3％

　　過年度法人税等戻入額 △7.2％　 　

　　受取配当等永久に益金に

　　算入されない項目

△1.0％
　 　

　　その他 1.7％　 　

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.0％　 　
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11) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
土地建物
賃貸事業
(百万円)

ビル
管理事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

23,3766,851 1,79032,018 ― 32,018

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

74 1,589 7 1,671(1,671) ―

計 23,4518,441 1,79733,690(1,671)32,018

営業費用 12,9457,852 1,69822,496 (341)22,154

営業利益 10,505 589 98 11,194(1,329)9,864

Ⅱ　資産、減価償却費、
及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 213,2683,165 212 216,64527,060243,705

減価償却費 4,453 21 ― 4,475 ― 4,475

資本的支出 8,153 13 ― 8,167 ― 8,167

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
土地建物
賃貸事業
(百万円)

ビル
管理事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

23,4288,736 1,68133,845 ― 33,845

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

81 1,769 10 1,861(1,861) ―

計 23,51010,5061,69135,707(1,861)33,845

営業費用 13,2729,681 1,52824,481 (620)23,861

営業利益 10,237 824 163 11,226(1,241)9,984

Ⅱ　資産、減価償却費、
及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 232,0502,730 1,176235,95717,293253,251

減価償却費 4,285 24 ― 4,310 ― 4,310

資本的支出 23,072 13 ― 23,086 ― 23,086

　
(注) １　事業区分は売上集計区分によっております。

２　各事業の主な内容
(1) 土地建物賃貸事業……オフィスビル等建物賃貸、土地賃貸、駐車場賃貸
(2) ビル管理事業…………ビル清掃、設備管理、保安
(3) その他事業……………工事請負、工事管理、不動産仲介

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度1,335百万円、当連結
会計年度1,242百万円であり、いずれもその主なものは、連結財務諸表提出会社の本社人事総務部門等管理部
門に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度29,131百万円、当連結会計年度
18,876百万円であり、その主なものは、連結財務諸表提出会社の現金及び預金、投資有価証券、繰延税金資産等
であります。

５　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度について、本邦以外の国又は地域に連結子会社及び在外支店

がないため、記載すべき事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度及び当連結会計年度について、海外売上高がないため、記載すべき事項はありませ

ん。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年

10月17日）を適用しております。

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

該当事項はありません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

株式会社商船三井

（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、福岡証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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12）企業結合等関係

該当事項はありません。

　

13) １株当たり情報

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 959円45銭１株当たり純資産額 948円68銭

１株当たり当期純利益金額 36円60銭１株当たり当期純利益金額 42円85銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 112,760 111,694

普通株式に係る純資産額(百万円) 111,908 110,649

差額の主な内訳（百万円）
　　少数株主持分

 
852

 
1,045

普通株式の発行済株式数(千株) 116,851 116,851

普通株式の自己株式数(千株) 213 216

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

116,637 116,635

　
２　１株当たり当期純利益金額

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益(百万円) 4,269 4,998

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る
当期純利益(百万円)

4,269 4,998

普通株式の期中平均株式数(千株) 116,638 116,636

　

14) 重要な後発事象

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

ダイビル株式会社

第６回無担保
社債
特定社債間限定
同順位特約付
(注)２

平成14年
９月18日

10,000
10,000
(10,000)

1.19 なし
平成21年
９月18日

ダイビル株式会社

第７回無担保
社債
特定社債間限定
同順位特約付

平成16年
３月22日

10,000 10,0001.76 なし
平成26年
３月20日

ダイビル株式会社

第８回無担保
社債
特定社債間限定
同順位特約付

平成17年
３月11日

15,000 15,0001.59 なし
平成27年
３月11日

ダイビル株式会社

第９回無担保
社債
特定社債間限定
同順位特約付

平成18年
９月29日

15,000 15,0002.07 なし
平成28年
９月30日

合計 ― 50,000
50,000
(10,000)

― ― ―

(注) １　連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

10,000 ― ― ― 10,000

２　当期末残高の（ ）内の金額は、１年内に償還が予定されている普通社債であります。

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 6,500 1.05 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 10,490 8,355 1.63 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

11,834 23,754 0.90
平成22年４月30日

～
平成26年９月10日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他有利子負債
コマーシャルペーパー（１年
以内返済）

10,000 ― ― ―

合計 32,324 38,609 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　「長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)」の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

855 830 755 20,755

　

(2) 【その他】
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当連結会計年度における四半期情報

　
第１四半期

(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

第２四半期
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

第３四半期
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

第４四半期
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

売上高
(百万円)

8,325 8,288 9,235 7,997

税金等調整前
四半期純利益
金額(百万円)

2,673 2,105 2,515 1,150

四半期純利益
金額(百万円)

1,557 1,193 1,664 583

１株当たり
四半期純利益
金額(円)

13.35 10.23 14.27 5.00
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

第136期
(平成20年３月31日)

第137期
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,830 1,728

営業未収入金 357 217

販売用不動産 2 －

商品 0 －

貯蔵品 1 －

たな卸資産 － ※1
 5

前払費用 53 51

繰延税金資産 358 455

その他 16 1,166

貸倒引当金 － △3

流動資産合計 2,620 3,621

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 130,232

※2
 157,392

減価償却累計額 △70,978 △75,024

建物（純額） 59,254 82,368

構築物 1,624 1,664

減価償却累計額 △1,237 △1,202

構築物（純額） 386 461

機械及び装置 1,115 1,479

減価償却累計額 △824 △885

機械及び装置（純額） 290 593

車両運搬具 24 33

減価償却累計額 △12 △17

車両運搬具（純額） 12 16

工具、器具及び備品 1,235 1,270

減価償却累計額 △1,071 △1,118

工具、器具及び備品（純額） 164 151

土地 ※3
 143,522

※3
 143,517

建設仮勘定 7,226 2,534

有形固定資産合計 210,857 229,643

無形固定資産

施設利用権 56 51

電話加入権 12 12

その他 22 11

無形固定資産合計 92 76

投資その他の資産

投資有価証券 24,415 14,480

関係会社株式 772 772

従業員に対する長期貸付金 275 238

関係会社長期貸付金 550 50

長期前払費用 962 918

敷金及び保証金 387 389

その他 143 143

投資その他の資産合計 27,507 16,992

固定資産合計 238,456 246,712

資産合計 241,076 250,334
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(単位：百万円)

第136期
(平成20年３月31日)

第137期
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － 6,500

1年内返済予定の長期借入金 10,490 8,355

1年内償還予定の社債 － 10,000

コマーシャル・ペーパー 10,000 －

未払金 1,768 11,167

未払費用 371 347

未払法人税等 3,108 1,588

未払消費税等 171 －

前受金 738 791

預り金 19 17

役員賞与引当金 46 48

流動負債合計 26,713 38,815

固定負債

社債 50,000 40,000

長期借入金 11,834 23,754

受入敷金保証金 25,545 24,804

繰延税金負債 6,274 3,036

再評価に係る繰延税金負債 ※3
 8,158

※3
 8,561

退職給付引当金 268 501

役員退職慰労引当金 173 241

その他 1 1

固定負債合計 102,257 100,900

負債合計 128,970 139,715

純資産の部

株主資本

資本金 12,227 12,227

資本剰余金

資本準備金 13,850 13,850

その他資本剰余金 2 2

資本剰余金合計 13,852 13,852

利益剰余金

利益準備金 1,876 1,876

その他利益剰余金

圧縮積立金 694 694

別途積立金 55,187 60,187

繰越利益剰余金 7,219 5,691

利益剰余金合計 64,977 68,449

自己株式 △137 △139

株主資本合計 90,920 94,389

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,272 4,572

土地再評価差額金 ※3
 11,911

※3
 11,656

評価・換算差額等合計 21,184 16,228

純資産合計 112,105 110,618

負債純資産合計 241,076 250,334
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

第136期
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

第137期
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業収益

不動産賃貸収入 22,860 22,718

その他 1,563 1,457

営業収益合計 24,423 24,175

営業原価

不動産賃貸費用 12,018 12,062

その他 1,391 1,276

営業原価合計 13,410 13,339

営業総利益 11,013 10,836

販売費及び一般管理費 ※1
 1,514

※1
 1,480

営業利益 9,499 9,356

営業外収益

受取利息 34 14

受取配当金 435 449

その他 120 81

営業外収益合計 591 546

営業外費用

支払利息 474 361

社債利息 844 844

その他 63 132

営業外費用合計 1,381 1,337

経常利益 8,708 8,565

特別利益

関係会社特別配当金 2,220 －

関係会社株式売却益 272 －

特別利益合計 2,492 －

特別損失

建替関連損失 ※2
 350

※2
 401

過年度退職給付費用 － 241

投資有価証券評価損 541 103

固定資産除却損 ※4
 38

※4
 74

固定資産売却損 ※3
 251 －

特別損失合計 1,182 821

税引前当期純利益 10,018 7,743

法人税、住民税及び事業税 3,561 3,109

過年度法人税等戻入額 △612 －

法人税等調整額 430 △148

法人税等合計 3,379 2,960

当期純利益 6,639 4,783
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【営業原価内訳明細書】

１) 不動産賃貸費用明細表

　

　 　
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　人件費 　 　 370 3.1 　 292 2.4

２　経費 　 　 　 　 　 　 　

(1) 水道光熱費 　 1,258 　 　 1,300 　 　

(2) 修繕費 　 1,588 　 　 1,129 　 　

(3) 清掃費 　 672 　 　 651 　 　

(4) その他 　 1,578 5,09742.4 1,664 4,74539.4

３　減価償却費 　 　 4,41136.7 　 4,23635.1

４　租税公課 　 　 2,13817.8 　 2,78723.1

計 　 　 12,018100.0 　 12,062100.0

(注) １　修繕費のなかには、修繕引当金繰入額が前期575百万円、当期287百万円含まれております。

２　租税公課の主なものは固定資産税・都市計画税及び不動産取得税であります。

　

２) その他営業原価明細表

　

　 　
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　工事請負原価 　 　 1,34696.8 　 1,22295.8

２　経費 　 　 45 3.2 　 53 4.2

計 　 　 1,391100.0 　 1,276100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

第136期
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

第137期
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,227 12,227

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,227 12,227

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 13,850 13,850

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,850 13,850

その他資本剰余金

前期末残高 2 2

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 2 2

資本剰余金合計

前期末残高 13,852 13,852

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 13,852 13,852

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,876 1,876

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,876 1,876

その他利益剰余金

圧縮積立金

前期末残高 694 694

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 694 694

別途積立金

前期末残高 49,187 55,187

当期変動額

別途積立金の積立 6,000 5,000

当期変動額合計 6,000 5,000

当期末残高 55,187 60,187
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(単位：百万円)

第136期
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

第137期
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 7,766 7,219

当期変動額

剰余金の配当 △1,166 △1,224

当期純利益 6,639 4,783

土地再評価差額金の取崩 △19 △87

別途積立金の積立 △6,000 △5,000

当期変動額合計 △546 △1,528

当期末残高 7,219 5,691

利益剰余金合計

前期末残高 59,524 64,977

当期変動額

剰余金の配当 △1,166 △1,224

当期純利益 6,639 4,783

土地再評価差額金の取崩 △19 △87

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 5,453 3,471

当期末残高 64,977 68,449

自己株式

前期末残高 △133 △137

当期変動額

自己株式の取得 △4 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △4 △2

当期末残高 △137 △139

株主資本合計

前期末残高 85,471 90,920

当期変動額

剰余金の配当 △1,166 △1,224

当期純利益 6,639 4,783

土地再評価差額金の取崩 △19 △87

自己株式の取得 △4 △2

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 5,449 3,468

当期末残高 90,920 94,389
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(単位：百万円)

第136期
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

第137期
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 15,836 9,272

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6,564 △4,700

当期変動額合計 △6,564 △4,700

当期末残高 9,272 4,572

土地再評価差額金

前期末残高 11,892 11,911

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

19 △255

当期変動額合計 19 △255

当期末残高 11,911 11,656

評価・換算差額等合計

前期末残高 27,729 21,184

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△6,544 △4,956

当期変動額合計 △6,544 △4,956

当期末残高 21,184 16,228

純資産合計

前期末残高 113,200 112,105

当期変動額

剰余金の配当 △1,166 △1,224

当期純利益 6,639 4,783

土地再評価差額金の取崩 △19 △87

自己株式の取得 △4 △2

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,544 △4,956

当期変動額合計 △1,095 △1,487

当期末残高 112,105 110,618
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【重要な会計方針】

　

項目
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

イ　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

　　償却原価法(定額法)

(1) 満期保有目的の債券

同左

　 (2) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (3) その他有価証券

　①時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。)

(3) その他有価証券

　①時価のあるもの

同左

　 　②時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　②時価のないもの

同左

ロ　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 販売用不動産

　　個別法による原価法

(2) 商品・貯蔵品

　　先入先出法による原価法

　

　評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によってお

ります。

　 　貯蔵品 先入先出法

（会計方針の変更）

　　当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日公表分）

を適用しております。

　　なお、この変更による当事業年度の

損益に与える影響は軽微でありま

す。

ハ　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　建物（建物附属設備は除く）

　　①　平成10年３月31日以前に取得し

たもの

旧定率法によっております。

　　②　平成10年４月１日から平成19年

３月31日までに取得したも

の

旧定額法によっております。

　　③　平成19年４月１日以降に取得し

たもの

定額法によっております。

　　建物以外

　　①　平成19年３月31日以前に取得し

たもの

旧定率法によっております。

　　②　平成19年４月１日以降に取得し

たもの

定率法によっております。

　　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準（ただし、ダイビルの建物

の耐用年数は残存使用可能期間に基

づく10年であります。）によってお

ります。

(1) 有形固定資産

同左
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項目
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　（会計方針の変更）

　　法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令　平成19

年３月30日　政令第83号））に伴い、

当事業年度から、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。

　　なお、この変更による当事業年度の

損益に与える影響は軽微でありま

す。

―――

 

 

　 　（追加情報）

　　法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　　この結果、従来の方法に比べ、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ53百万円減少しておりま

す。

―――

 

 

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

ニ　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、役員

賞与支給見込額のうち当事業年度の

負担額を計上しております

(2) 役員賞与引当金

同左
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項目
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

なお、簡便法によっているため、退職

給付債務の金額は責任準備金等とし

ております。

(3) 退職給付引当金

同左

　 (4) 役員退職慰労引当金

　役員及び執行役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく期末

現在の見積額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

　 (5) 修繕引当金

　営業用建物の大修繕に備えるため、当

該費用の見積額を基準に、修繕計画

の確定時より工事の完了時にわたり

均等額を計上しております。

―――

 

ホ　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

―――

へ　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップは、特例処理の要件を満

たしており、当該処理を採用してお

ります。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　金融機関からの変動金利の借入に対

して、金利スワップにより固定金利

の支払にしております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　内部規程に基づき、金利変動リスクを

ヘッジしております。

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ

については、決算期末日における有

効性の評価を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

ト　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

 

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左
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【会計処理の変更】

　
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

―――

 

　（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　これによる当事業年度の損益に与える影響はありま

せん。

　

【表示方法の変更】

　
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――― 　（貸借対照表）

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前事業年度において区分掲記しておりました「販

売用不動産」、「商品」及び「貯蔵品」は、当事業年度

から「たな卸資産」として一括して掲記し、注記する

方法によっております。

　（損益計算書）

前事業年度において独立掲記しておりました「有価証

券利息」は、営業外収益の総額の100分の10以下となっ

たため、当事業年度においては営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度における「有価証券利息」の金額は

43百万円であります。

―――
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【注記事項】

１) 貸借対照表関係

　

区分
第136期

(平成20年３月31日)
第137期

(平成21年３月31日)

※１

　たな卸資産

――― たな卸資産の内訳

貯蔵品 5百万円

※２

　建物

ヴィオレット宝塚の建物の取得価額

は、地方公共団体からの補助金の受け

入れにより、384百万円圧縮記帳してお

ります。

同左

※３

　土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）に基づき、

平成14年３月31日に事業用土地の再評

価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法

律（平成11年３月31日公布法律24号）

に基づき、当該再評価差額金に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しておりま

す。 

同左

　 　 　

　 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平

成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第３号に定める固定資産税評価額

並びに第５号に定める不動産鑑定士に

よる鑑定評価（収益還元価格）により

算出 

　

　 　 　

　 再評価を行った年月日

平成14年３月31日
 

　

　
　

　

EDINET提出書類

ダイビル株式会社(E03861)

有価証券報告書

75/92



２) 損益計算書関係

　

区分
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１

　販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

役員報酬

役員賞与引当金繰入額

171百万円

46百万円

従業員給料手当 414百万円

退職給付費用 107百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 58百万円

福利厚生費

租税公課

112百万円

113百万円

減価償却費 20百万円

一般管理費に属する費用がほとんどで

あります。

主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

役員報酬

役員賞与引当金繰入額

159百万円

48百万円

従業員給料手当 388百万円

退職給付費用 107百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 67百万円

福利厚生費

租税公課

117百万円

107百万円

減価償却費 21百万円

一般管理費に属する費用がほとんどで

あります。

※２

　建替関連損失

中之島ダイビル、土佐堀ダイビル等の

建替に関連して発生したものでありま

す。

中之島ダイビル、新・新ダイビル(仮

称)等の建替に関連して発生したもの

であります。

※３

　固定資産売却損

固定資産売却損の内訳

建物 250百万円

その他 1百万円

計 251百万円

―――

※４

　固定資産除却損

固定資産除却損の内訳　　

建物 36百万円

その他 2百万円

計 38百万円

固定資産除却損の内訳　　

建物 60百万円

その他 13百万円

計 74百万円

　

３）株主資本等変動計算書関係

第136期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 210,801 2,735 103 213,433

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 2,735株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　 　103株

　

第137期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 213,433 3,125 540 216,018

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　 3,125株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　 　540株
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４) リース取引関係

　
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

―――

(借主側) 　

　重要な所有権移転外ファイナンス・リース取引はあ

りません。
　

２　オペレーティング・リース取引 　オペレーティング・リース取引

(貸主側) (貸主側)

　

　未経過リース料

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 7,992百万円

１年超 38,511百万円

合計 46,503百万円
　

１年以内 8,297百万円

１年超 35,386百万円

合計 43,683百万円
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５) 有価証券関係

第136期（平成20年３月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

第137期（平成21年３月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

６) 税効果会計関係

　
第136期

(平成20年３月31日)
第137期

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産) 

減価償却費償却限度超過額 597百万円

投資有価証券等評価損 361百万円

未払事業税 262百万円

販売用不動産評価損 118百万円

未稼働土地評価損 110百万円

退職給付引当金 109百万円

役員退職慰労引当金 70百万円

その他 102百万円

繰延税金資産小計 1,733百万円

評価性引当額 △822百万円

繰延税金資産合計 910百万円

 

　(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 6,350百万円

固定資産圧縮積立金 475百万円

繰延税金負債合計 6,826百万円

繰延税金負債の純額 5,915百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産) 

減価償却費償却限度超過額 593百万円

投資有価証券等評価損 403百万円

未払不動産取得税 272百万円

退職給付引当金 204百万円

未払事業税 113百万円

役員退職慰労引当金 97百万円

その他 83百万円

繰延税金資産小計 1,768百万円

評価性引当額 △649百万円

繰延税金資産合計 1,118百万円

　 　

 

　(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 3,223百万円

固定資産圧縮積立金 475百万円

繰延税金負債合計 3,699百万円

繰延税金負債の純額 2,580百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

繰延税金資産に係る評価性引当額 8.2％

交際費等永久に損金に

算入されない項目

0.2％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目

△9.8％

過年度法人税等戻入額 △5.7％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.7％

　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に

算入されない項目

0.5％

繰延税金資産に係る評価性引当額 △2.2％

受取配当金等永久に益金に

算入されない項目

△1.1％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.2％

　 　

　 　

　

７）企業結合等関係

該当事項はありません。
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８) １株当たり情報

　
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 961円14銭１株当たり純資産額 948円41銭

１株当たり当期純利益金額 56円92銭１株当たり当期純利益金額 41円01銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
第136期

（平成20年３月31日）
第137期

（平成21年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 112,105 110,618

普通株式に係る純資産額(百万円) 112,105 110,618

差額の主な内訳(百万円)
 

 
―

 
―

普通株式の発行済株式数(千株) 116,851 116,851

普通株式の自己株式数(千株) 213 216

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

116,637 116,635

　
２　１株当たり当期純利益金額

　

　
第136期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第137期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益(百万円) 6,639 4,783

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る
当期純利益(百万円)

6,639 4,783

普通株式の期中平均株式数(千株) 116,638 116,636

　

９) 重要な後発事象

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

　その他有価証券 　 　

住友商事㈱ 2,307,151 1,944

住友信託銀行㈱ 5,148,966 1,920

三井住友海上グループホール
ディングス㈱

788,264 1,793

ダイキン工業㈱ 488,000 1,307

㈱三井住友フィナンシャルグ
ループ

321,112 1,094

㈱住友倉庫 1,845,825 705

住友金属鉱山㈱ 586,763 552

住友電気工業㈱ 665,500 546

関西電力㈱ 197,283 422

日本電気㈱ 1,518,363 400

全日本空輸㈱ 844,411 325

住友金属工業㈱ 1,638,936 322

レンゴー㈱ 492,817 247

住友化学㈱ 704,401 234

阪急阪神ホールディングス㈱ 509,957 227

京阪神不動産㈱ 667,426 224

大阪ガス㈱ 694,575 213

新日本空調㈱ 273,187 210

日本板硝子㈱ 662,858 160

旭化成㈱ 430,998 153

㈱大林組 300,000 143

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

270,900 128

その他43銘柄 3,399,998 1,197

計 24,757,691 14,478

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証券

（その他有価証券） 　 　

投資証券 　 　

２銘柄 2 1

計 2 1
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 130,23227,225 64 157,392 75,0244,050 82,368

　構築物 1,624 127 88 1,664 1,202 44 461

　機械及び装置 1,115 364 ― 1,479 885 61 593

　車両運搬具 24 9 ― 33 17 5 16

　工具、器具及び備品 1,235 34 ― 1,270 1,118 46 151

　土地 143,522 ― 4 143,517 ― ― 143,517

　建設仮勘定 7,22624,89929,5912,534 ― ― 2,534

有形固定資産計 284,98152,66029,749307,892 78,2484,208229,643

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　施設利用権 214 ― ― 214 163 4 51

　電話加入権 12 ― ― 12 ― ― 12

　その他 37 ― 4 32 21 5 11

無形固定資産計 265 ― 4 260 184 10 76

長期前払費用 1,658 29 186 1,502 583 39 918

(注) １　当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

建物 中之島ダイビル 26,217百万円

　 リニューアル工事 549百万円

建設仮勘定 中之島ダイビル 21,321百万円

　 土佐堀ダイビル 1,992百万円

　 リニューアル工事 900百万円

２　当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

建設仮勘定 建物等への振り替えであります。 　

　 　 　

　
【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 ― 3 ― ― 3

役員賞与引当金 46 48 46 ― 48

役員退職慰労引当金 173 67 ― ― 241
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(2) 【主な資産及び負債の内容】（平成21年３月31日現在）

①　資産の部

ａ　現金及び預金

　

項目 種類別 金額(百万円)

現金 　 2

預金 当座預金 534

　 普通預金 20

　 通知預金 1,170

　 計 1,725

合計 　 1,728

　

ｂ　営業未収入金

　

相手先 金額(百万円)

イムカ㈱ 75

㈱コンベンションリンケージ 14

ダイビル・ファシリティ・マネジメント㈱ 10

㈱日立製作所 7

㈱商船三井 6

その他 104

計 217

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況は次のとおりであります。

　

期首残高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

期末残高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留日数(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

357 16,659 16,798 217 98.7 6.3

(注)　上記金額は消費税等を含んでおります。
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②　負債の部

　　
ａ　１年内償還予定の社債

銘柄 金額(百万円)

流動負債 　

第６回無担保社債
(特定社債間限定同順位特約付)

10,000

合計 10,000

(注)　発行年月日、利率等については、第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　⑤連結附属明細表に記載しております。

　

ｂ　未払金

相手先 金額(百万円)

鹿島建設㈱ 10,152

大阪府 670

㈱日建設計 47

大新エンジニアリング㈱ 38

日本電気㈱ 27

その他 231

計 11,167

　

ｃ　社債

　
銘柄 金額(百万円)

固定負債 　

第７回無担保社債
(特定社債間限定同順位特約付)

10,000

第８回無担保社債
(特定社債間限定同順位特約付)

15,000

第９回無担保社債
(特定社債間限定同順位特約付)

15,000

合計 40,000

(注)　発行年月日、利率等については、第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　⑤連結附属明細表に記載しております。

　

　
ｄ　長期借入金

　
借入先 金額(百万円)

シンジケート・ローン(※) 20,000

㈱日本政策投資銀行 3,579

㈱泉州銀行 175

合計 23,754

(注)　※㈱三井住友銀行を主幹事としたシンジケート・ローンであります。
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e　受入敷金保証金

預り先 金額(百万円) 摘要

敷金 　 　 　 　

　㈱サノヤス・ヒシノ明昌 ほか 82社 426 ダイビル分

　旭化成㈱ ほか 37社 692 新ダイビル分

　キヤノンマーケティングジャパン㈱ ほか 15社 1,060 梅田ダイビル分

　ＳＭＭオートファイナンス㈱ ほか 14社 187 御堂筋ダイビル分

　アルインコ㈱ ほか 12社 277 淀屋橋ダイビル分

　兼松エレクトロニクス㈱ ほか 8社 142 淡路町ダイビル分

　㈱日立情報システムズ ほか 4社 515 中之島ダイビル分

　㈱日本総合研究所 ほか 2社 121 土佐堀ダイビル分

　㈱日本触媒 ほか 27社 1,565 日比谷ダイビル分

　日本相互証券㈱ ほか 31社 951 八重洲ダイビル分

　㈱日立製作所 ほか 15社 2,213 秋葉原ダイビル分

　㈱商船三井 ほか 10社 2,405 商船三井ビルディング分

　ＮＥＣファシリティーズ㈱ ほか 9社 514 芝ダイビル分

　ジャパンフード㈱ ほか 10社 200 三田日東ダイビル分

　㈱リクルートスタッフィング ほか 22社 290 内幸町ダイビル分

　トーコービルシステム㈱ ほか 22社 220 久我山独身寮分ほか

小計 11,785 　

保証金 　 　 　 　

　旭化成㈱ ほか 23社 457 新ダイビル分

　㈱パノラマ・ホテルズ・ワン ほか 1社 7,204 堂島ダイビル分

　キヤノンマーケティングジャパン㈱ ほか 8社 772 梅田ダイビル分

　㈱泉州銀行 ほか 14社 124 御堂筋ダイビル分

　兼松エレクトロニクス㈱ ほか 6社 224 淡路町ダイビル分

　マルホ㈱ 　 　 221 北梅田ダイビル分

　富士ゼロックスシステムサービス㈱ 　 　 204 エステート土佐堀分

　旭タンカー㈱ ほか 12社 785 日比谷ダイビル分

　日本相互証券㈱ ほか 11社 748 八重洲ダイビル分

　㈱東京スタイル 　 　 718 麹町ダイビル分

　㈱三越 　 　 1,000 新宿ダイビル分

　ジャパンフード㈱ ほか 7社 207 三田日東ダイビル分

　イムカ㈱ ほか 14社 276 内幸町ダイビル分

　ボルカフェ㈱ ほか 14社 72 堂北ダイビル分ほか

小計 13,019　

合計 24,804　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し 　

　　取扱場所
（特別口座）
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載
して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のと
おり。
http://www.daibiru.co.jp/

株主に対する特典 なし

　

　

EDINET提出書類

ダイビル株式会社(E03861)

有価証券報告書

85/92



第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第136期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　 平成20年６月30日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(2)訂正発行登録書

(社債)
　 　 　 平成20年６月30日

関東財務局長に提出
　 　 　 　 　 　
(3)臨時報告書 　 　 　 平成20年７月３日

関東財務局長に提出

　
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報
告書であります。

　 　 　 　 　 　
(4)訂正発行登録書

(社債)
　 　 　 平成20年７月３日

関東財務局長に提出
　 　 　 　 　 　
(5)四半期報告書

及び確認書
(第137期第１四半期)自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日
　 平成20年８月14日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(6)訂正発行登録書

(社債)
　 　 　 平成20年８月14日

関東財務局長に提出
　 　 　 　 　 　
(7)四半期報告書

及び確認書
(第137期第２四半期)自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日
　 平成20年11月14日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(8)訂正発行登録書

(社債)
　 　 　 平成20年11月14日

関東財務局長に提出
　 　 　 　 　 　
(9)四半期報告書

及び確認書
(第137期第３四半期)自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日
　 平成21年２月13日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　
(10)訂正発行登録書

(社債)
　 　 　 平成21年２月13日

関東財務局長に提出
　 　 　 　 　 　
(11)発行登録書(社債)

及びその添付書類
　 　 　 平成21年２月19日

関東財務局長に提出
　 　 　 　 　 　
(12)臨時報告書 　 　 　 平成21年４月22日

関東財務局長に提出

　
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報
告書であります。

　 　 　 　 　 　
(13)訂正発行登録書

(社債)
　 　 　 平成21年４月22日

関東財務局長に提出
　 　 　 　 　 　
(14)臨時報告書の

訂正報告書
　 　 　 平成21年４月27日

関東財務局長に提出
　 上記(12)臨時報告書の訂正報告書であります。
　 　 　 　 　 　
(15)訂正発行登録書

(社債)
　 　 　 平成21年４月27日

関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月９日

ダイビル株式会社

　取 締 役 会　御 中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　牧　　美　　喜　　男　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　隆　　雄　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　本　　田　　貫 一 郎　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダイビル株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ダイビル株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月25日

ダイビル株式会社

　取 締 役 会　御 中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　牧　　美　　喜　　男　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　隆　　雄　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　本　　田　　貫 一 郎　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダイビル株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ダイビル株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ダイビル株式会社

の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、ダイビル株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月９日

ダイビル株式会社

　取 締 役 会　御 中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　牧　　美　　喜　　男　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　隆　　雄　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　本　　田　　貫 一 郎　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダイビル株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第136期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ダイビル株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月25日

ダイビル株式会社

　取 締 役 会　御 中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　牧　　美　　喜　　男　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　隆　　雄　　㊞

　 　 　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　本　　田　　貫 一 郎　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているダイビル株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第137期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ダイビル株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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